
この見通しは、郵政研究所の調査研究の成果をとりまとめたものであり、総務省の公式見解を示すも

のではありません。

●平成１２年度は＋２．０％、平成１３年度は＋１．７％と緩やかな成長を見込む。

●平成１１年４月を谷とした我が国経済は同年７―９月、１０―１２月期と前期比でマイナス成

長となったものの、その後足元の平成１２年７―９月期まで３期連続でプラス成長を遂げ

た。この間、公需、外需から民間内需へリード役のバトンが渡され、概ね自律的な回復

基調が続いている。

●輸出向けが好調であること、IT関連財への需要が強いことなどから生産が拡大し、今年

度の企業収益は売上増が寄与し増収増益となる見込みである。企業収益の回復を背景に

足元ではIT関連投資の勢いも加わって、民間の設備投資が堅調である。今後輸出の伸び

の鈍化、在庫積み上がりからの生産調整も考えられるが、基調としての設備投資は概ね

堅調さを保つものと予想される。

●その一方で、民間消費は過去の回復期に比べ緩慢な回復過程を辿っている。所得は底打

ちから回復し始めているが、消費への波及が遅れ気味である。IT関連財、耐久財が好調

である一方、半耐久財、非耐久財が不振であるなど消費における二極化も窺われる。全

体としての消費の弱さが相対的に緩慢な回復パターンの背景にあるものと思われる。

●外需については、米国経済のソフトランディング、アジア経済の減速等が予想され、成

長寄与度はマイナスを予想する。

●公共投資は、平成１１年度補正予算の効果が今後剥落、平成１２年度補正予算も前年度に比

べ小額であることから平成１２年度、平成１３年度ともマイナスを見込む。

特 集

平成１３年度経済・金融見通し

第三経営経済研究部

○概観
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�１ 日本経済見通しの概要

【民間最終消費支出】……１２年度は＋０．８％、１３年度は＋１．５％と緩やかな回復
消費には持ち直しの動きが出ているが、雇用・所得環境の改善速度は鈍く、好調な費目は情報関連等一部

に限られている。１２年度はこれらの動きが継続し、消費の伸びは限定的となる。１３年度は、所得の増加幅は
拡大するものの、大幅な伸びは期待できず、消費性向の改善も限られるため、消費は緩やかな回復にとどま
る。
【民間住宅】………………１２年度は－２．７％と反動減、１３年度は－０．４％とほぼ横這い

住宅減税の延長により、予想された大幅な反動減は緩和されよう。しかし、需要の前倒しやゼロ金利解除
の影響等から減税延長効果はやや限定的となり、住宅投資は漸減する。１３年度下半期には反動減にも一定の
目処がたつものの、雇用・所得環境の改善による需要増にも限界があり、住宅投資は横ばいで推移する。
【民間企業設備】…………１２年度は＋９．４％、１３年度は＋６．４％と堅調

企業収益の回復によるキャッシュフローの改善を背景として、IT投資や更新投資が行われ、設備投資は堅
調に推移する。設備投資の先行指標となる機械受注は好調で、平成１２年度は＋９．４％と大幅に増加するもの
と予測される。１３年度には、生産の伸びが鈍化することを受けて企業収益の伸びも鈍化し、設備投資もやや
減速する。ただし、内需の回復基調が続くことから、前年度比＋６．４％と依然高水準で推移する。
【公的需要】………………公的固定資本形成：１２年度は－５．４％、１３年度も－３．５％とマイナスを継続

政府最終消費支出：１２年度は＋３．０％、１３年度も＋２．３％とプラス幅は縮小
公的固定資本形成は、１２年度は、秋に策定された「日本新生のための新発展政策」の効果がほとんど発現

しないと想定され、また、財政悪化等を背景とした地方自治体等における弱い動きも続くとみられることか
ら、前年度比でマイナスとなる。また、１３年度は、�１上記経済対策の効果が下半期には剥落する、�２日本全
体の景気が回復基調を維持するため新たな補正予算は編成されない、�３地方の弱い動きも続く、と想定され
るため、前年度比でマイナスを継続する。
政府消費は、国や地方自治体の厳しい財政事情を背景とした歳出抑制の動きから、１２年度、１３年度ともに

前年度比でのプラス幅は縮小する。
【外需】……………………財・サービス等の純輸出の寄与度は、１２年度－０．１％、１３年度－０．４％
１２年度の財・サービス等の輸出は、米国・アジア経済の緩やかな減速の影響を受け、下半期から減速して
こよう。一方、輸入は内需主導の自律的回復基調から伸びが高まり、純輸出は縮小する。
１３年度も、概ね上半期まで米国・アジア経済の減速の影響を受け、輸出は平成１２年度に対して、ほぼ横ば
いで推移する。輸入は、自律的回復感の広がりによる、雇用、所得環境の改善を背景に消費回復ペースが改
善し、増加基調となり、純輸出は縮小を続ける。
【物価】……………………消費者物価（生鮮食品を除く総合）：１２年度は－０．２％、１３年度は＋０．１％

国内卸売物価：１２年度は＋０．３％、１３年度は＋０．３％
１２年度は、日本経済が内需主導の自律的回復局面に入っていることなどからデフレ懸念がやや払拭され、
安定的に推移する。
１３年度は、原油価格高騰の影響等で物価にはやや上昇圧力がかかるが、IT機器等の最終需要財価格の趨勢
的な低下圧力等から小幅の上昇を見込む。
【雇用】 …完全失業率は、１２年度４．６％、１３年度４．３％と緩やかな改善へ

景気の緩やかな回復を受けて雇用環境は改善する。ただし、収益率向上を図る企業の人件費抑制の動きが
続くほか、労働需給のミスマッチなどにより、失業率改善のペースは通常の回復期より緩やか。

実質経済成長率需要項目別寄与度の推移

５ 郵政研究所月報 ２００１．２
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�２ 海外経済見通しの概要

米国経済は緩やかに減速するものの堅調に推移し、２００１年には＋３．４％へソフトランディング。欧州・アジ
ア地域でも米国経済減速の影響を受けるため、世界経済は全体として緩やかな減速となる。

【米国経済】………………２００１年には＋３．４％へソフトランディング
２００１年の米国経済は、これまでの金融引締めの影響から緩やかに減速し、ソフトランディングに向かう可

能性が高い。減速する過程で一時的に潜在的な成長率を下回る可能性もあるが、金融・財政ともに出動余力

があり、景気が失速してしまう事態は避けられよう。

【欧州経済】………………２００１年は＋３．１％と堅調に推移
欧州経済は、９９年夏以降、世界経済の好転と相対的に低いユーロ水準から外需が改善し、景気全体が改善

傾向を強めてきている。２００１年は、インフレ懸念が残るものの、ユーロ域内の失業率の低下傾向など雇用の

改善が続き、個人消費が堅調に推移する。外需については米国経済の緩やかな減速から頭打ち傾向となるた

め、拡大テンポがやや鈍化し３．１％となる。

【アジア経済】……………２００１年は＋６．３％と緩やかに減速
アジア諸国では、好調な海外経済が景気を牽引しており、特にIT関連の輸出が増加すると共に耐久消費財

等内需も拡大している。２００１年は、米国経済の減速から外需が頭打ちとなること、経済構造改革が遅れてい

ることもあり拡大ペースは減速し、アジア全体では６．３％の成長となる。

海外主要地域の実質経済成長率（暦年ベース）

（注） 欧州はEU加盟１５か国、アジアはNIEs、ASEAN４、中国の経済規模による加重平均成長率。

米国、欧州、アジア地域の経済見通し
（前年比、％）

９８暦年
（実績）

９９暦年
（実績）

００暦年
（予測）

０１暦年
（予測）

米国 ４．４ ４．２ ５．２ ３．４

欧州（EU） ２．７ ２．４ ３．３ ３．１

うちドイツ
フランス
イギリス

１．８
３．２
２．６

１．４
２．９
２．２

３．１
３．３
２．９

２．９
３．１
２．８

アジア ０．８ ６．５ ７．５ ６．３

うち N I E s
ASEAN４
中 国

－２．４
－８．９
７．８

７．３
３．０
７．１

８．０
５．１
８．１

５．８
４．６
７．５

（注）地域の成長率は、構成国の経済規模による
加重平均。

米国、欧州、アジア地域の実質経済成長率の推移

（注） 各地域の経済成長率の計算については、左表参照。
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�３ 金融市場見通しの概要

【国内金利】………………政策金利は据え置かれるが１３年度下半期には次の利上げも視野に
１０年最長国債利回り（年度平均値）は１２年度１．８％、１３年度１．９％と緩やかに上昇

自律的な景気回復が続くことから、平成１３年度下半期には次の利上げも視野に入ってくるが、インフレ懸

念が生じないことから、政策金利は据え置かれる。１０年最長国債利回りは、緩やかな景気回復を受けて上昇

基調となる。ただし、物価が極めて緩やかな上昇にとどまることや日銀の超低金利政策の継続、企業の資金

需要の低迷から、金利は緩やかな上昇にとどまる。

【米国金利】………………FFレートは、引下げも
１０年物国債利回りは、安定した推移

景気は減速の兆しを見せ始めており、ソフトランディングに向かう可能性が高く、FRBの金融政策は景気

重視型に転換した。今後は、景気や株価の動向を注視しながら、利下げも視野に入れた緩和的なスタンスに

シフトしよう。１０年物国債利回りは今後も安定的な推移を続ける。

国内長期金利の推移（１０年最長国債利回り） 米国長期金利の推移（１０年物国債利回り）

（注） 四半期平均値
（資料） FRB

（注） 四半期平均値。
（出所） 日本相互証券

７ 郵政研究所月報 ２００１．２
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�４ 地域経済見通しの概要

○概 要
平成１３年度の郵政局管内別実質GDP成長率は、全国的に民間住宅投資や公共事業が減少する中、電機機械

や精密機械等IT関連投資の増加等が全体を牽引する東北、中国が全国水準を上回る。一方、経済構造等の問

題から、東北等２管内に比べ設備投資が伸びず、それが他の民需にも影響を与える北海道、信越、北陸、近

畿、四国、沖縄は全国水準を下回る成長にとどまる。関東、東京、東海、九州は全国とほぼ同水準の経済成

長となる。

８郵政研究所月報 ２００１．２
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○需要項目別の地域経済動向
郵政局管内別の実質GDP成長率を需要項目別にみると以下のとおり。
民間最終消費…全国的に回復基調の中、IT関連事業等の好調さが見込まれる九州がやや高い伸び
民間住宅………全国的に減少の中、九州は反動増から他管内に比べて小幅の減少にとどまる
民間企業設備…電機や精密機械等の設備投資の増が期待できる東北、関東、中国が高い伸び
公的固定資本…全国的に減少する中、やや大きめの案件を抱えた信越、東海が他管内に比べて小幅のマイ

ナスにとどまる

○管内経済の特徴
郵政局管内別の産業構造を全国平均と比較したときの特徴
�１ 東京は『卸売小売』、『金融保険』、『サービス』など第３次産業のウェイトが高い
�２ 関東、東海は『製造』のウェイトが高い
�３ 近畿は『卸売小売』、『不動産』のウェイトがやや高い
�４ その他、地方の管内では押し並べて『建設』と『政府サービス』のウェイトが高い
�５ ただし、地方の管内でも信越、北陸、中国は『製造』のウェイトがやや高い

需要項目の特徴は、おおむね地方の管内において『公的固定資本』『政府最終消費』などの公的需要のウェ
イトが高い。

名目管内総生産産業別シェア

（平成７～９年度平均）

実質管内総支出政府部門シェア

（平成７～９年度平均）

（出所） 経済企画庁「県民経済計算年報」 （出所） 経済企画庁「県民経済計算年報」

民間最終消費 民 間 住 宅 民間企業設備 政府最終消費 公的固定資本 管内ＧＤＰ

北 海 道 ― ― ▽ ▽ ― ▽

東 北 ― ― ○ ○ ▽ ○

関 東 ― ― ○ ○ ― ―

東 京 ― ― ― ▽ ― ―

信 越 ▽ ▽ ― ▽ ○ ▽

北 陸 ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽

東 海 ― ― ― ― ○ ―

近 畿 ▽ ▽ ― ▽ ― ▽

中 国 ― ― ○ ○ ― ○

四 国 ▽ ▽ ▽ ▽ ― ▽

九 州 ○ ○ ― ― ― ―

沖 縄 ▽ ▽ ▽ ▽ ― ▽

（注）「○」は全国水準を上回る、「－」は全国水準、「▽」は全国水準を下回る。なお、判定基準は以下のとおり。
民間最終消費…全国平均±０．２％以内 民間住宅…全国平均±０．２％以内 民間企業設備…全国平均±０．５％以内
政府最終消費…全国平均±０．２％以内 公的固定資本…全国平均±０．６％以内 管内GDP…全国平均±０．２％以内
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見通しの視点

緩やかな自律的成長

平成１１年４月を景気の谷とした我が国経済は、

同年７―９月期、１０―１２月期に前期比マイナス

成長となったものの、その後足元の平成１２年７

―９月まで３四半期連続のプラス成長を遂げて

いる。この間、外需、公需から民間内需へリー

ド役のバトンタッチが進み、自律的な回復基調

を維持しているものと判断される。生産増→企

業収益増→設備投資増→雇用者所得増・消費増、

との従来型の景気回復パターンが顕在化してい

る、との本年夏の見通しで指摘した状況は基本

的には維持されているものと思われる。

民間企業の平成１２年度の収益は売上増が寄与

し、増収増益となる見込みである（上場企業・

日経新聞調べ）。キャッシュフローの改善を背

景に、設備投資は従来の景気回復時と比較して

も遜色ない伸びを示している。IT関連投資の

需要は強く、今後多少の調整はあるにせよ、基

調として伸びは期待できる。また、設備年齢の

高齢化に伴う更新投資も見込めよう。キャッ

シュフローの範囲内での設備投資という制約要

因はもう暫く継続するものと予想されるが（平

成１２年夏の見通しを参照）、機械受注統計など

先行指標を見る限り、息切れする公算は小さい

であろう。

一方、今次回復局面における民間消費の回復

度合いは緩慢である。平成１２年１―３月期に前

期比で＋２．０％と伸びを示した後、４―６月期

＋０．１％、７―９月期＋０．０％と、ほぼ横ばいの

低空飛行が続いている。景気の谷から概ね２年

弱を経過し、そろそろ景気が成熟化し消費に盛

り上がりがみられる時期が来ても良さそうであ

る。今次景気回復局面における特徴として民間

図１ 実質GDPの推移

（注） 景気の谷＝１００。横軸は景気の谷からの経過（四半期）。
（出所） 経済企画庁資料より郵政研究所作成。

図２ 民間企業設備投資の推移

（注、出所） 同上。

図３ 民間最終消費支出の推移

（注、出所） 同上。
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消費の回復ペースが緩慢であることが指摘できよう。この要因が景気全体の回復感にやや物足りなさを

感じさせる一因となっている。

以下、今次日本経済見通し改訂のポイントを整理してゆきたい。

好調な設備投資

民間企業の設備投資はIT関連財を中心として堅調に推移している。設備投資に２～３四半期先行す

るとされる機械受注は、平成１２年４―６月は前期比＋３．１％、７―９月期同＋８．２％、１０―１２月期（見通

し）同＋７．６％と今後も設備投資が堅調に推移することを予想させる。機械受注統計を機種別にみると、

電子・通信機械の大きな伸びが全体を押し上げている。足元の７―９月の受注全体に占める電子・通信

機械のシェアは４２％と産業機械の３０％を上回っている。

その一方で、産業機械などその他の機械に対する受注もプラスに寄与し始め、設備投資全体の裾野が

広がりをみせている。また、IT産業である電気機械・通信業以外の産業からのIT関連財の受注も増え

つつあり、IT投資自体も広がりをみせつつある。

平成１２年１２月期の日本銀行短期経済観測調査

の設備投資サーベイによれば、平成１２年度の設

備投資額は前年度比で＋３．６％を計画しており、

年度当初から上方修正されている（全産業ベー

ス）。海外需給の悪化など業況判断は足元でや

や足踏み状態にあるなかでの上方修正であるた

め、設備投資意欲は概ね堅調であるとみてよか

ろう。

今次国民経済計算の６８SNAから９３SNAへの

改訂に伴い、これまで民間企業分を中間消費と

して計上していた受注ソフトウェアも設備投資

に組替えられることになったが、実際に受注し

たソフトウェアは概ね１０％以上の高い伸びを示

している。ソフトウェアも含めた情報関連投資

は設備投資の概ね２０％程度を占めているものと

推計されるが、生産性向上のために今後もIT

投資が不可避との前提に立てば、設備投資を下

支えする効果が見込める。実際、企業の設備投

資動機のアンケート調査をみても、今年度の情

報化投資は前年度比で１７％増を計画している。

また、情報関連投資以外でも設備年齢の高齢化

による更新投資も見込まれ、あわせて設備投資

図４ 民間企業設備投資の伸び

（注） 前期比伸び率。
（出所） 経済企画庁資料より郵政研究所作成。

図５ 機械受注の伸び

（注） 民需、前年比寄与度。
（出所） 経済企画庁資料より郵政研究所作成。
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を堅調なものにしよう。

このように堅調が予想される設備

投資に死角は全くないのであろうか。

不安材料としては、１．IT関連財

の海外での需給悪化、２．キャッ

シュフローの改善がいつまで続くの

か、などが挙げられる。米国ではパ

ソコンの普及が一巡化したとの見方

も浮上して、IT関連財の生産の下

方修正が相次いでいる。

しかし、半導体、液晶画面、

MPU等の需要はパソコン主体から

携帯電話、デジタル家電等へと多様

化しており、従来ほど、パソコンの

需要見通しに連動しなくなってきて

いることも事実である。

また、確かにIT産業の海外向け

出荷は今後鈍化することも予想され

るが、国内でのパソコンの普及率の

上昇傾向とIT関連財需要の強さを

考えれば、国内出荷は当分堅調とみ

てよかろう。また前述の通り、企業

のIT投資も不可逆的であろう。

設備投資のファイナンスの面に目

表１ 情報化設備投資計画 （億円、％）

情報化投資額
情報化増減率 設備投資増減率

情報化投資の構成比 情報化／設備投資

１９９９年度

実績

２０００年度

計画
１９９９年度

実績

２０００年度

計画

１９９９年度

実績

２０００年度

計画（２０００年度）

（１７６３社）

（２０００年度）

（１７６３社）（１７６３社）

全産業

製造業

非製造業

８，５６９

３，０２７

５，５４３

９，９９２

３，５９６

６，３９６

１６．６

１８．８

１５．４

４．４

１７．８

０．５

１００．０

３５．３

６４．７

１００．０

３６．０

６４．０

７．０

１１．１

５．８

７．８

１１．２

６．７

分

野

別

素材型

加工組立型

エネルギー

その他

８８８

２，０３３

１，６４２

４，００５

９９１

２，５０３

２，０８０

４，４１６

１１．６

２３．１

２６．７

１０．３

１７．７

１９．３

２．９

－０．９

１０．４

２３．７

１９．２

４６．７

９．９

２５．１

２０．８

４４．２

８．６

１２．９

４．７

６．５

８．１

１３．３

５．８

７．３

（出所） 日本政策投資銀行「２０００年度設備投資計画調査」より郵政研究所作成。

図６ 受注ソフトウェアの伸び

（注） 実質化は企業向けサービス価格指数のソフトウェア開
発による。

（出所） 通産省資料より郵政研究所作成。

図７ 民間企業設備投資に占める情報化投資の割合：概ね２０％

（注） 実質GDPベースの推計。
（出所） 経済企画庁、日本銀行、通産省資料より郵政研究所作成。
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を転じると、確かに足元までキャッシュフロー

（経常利益＋減価償却費）の範囲内での設備投

資が実施されていることが窺われる。しかし、

平成７年後半からマイナスの伸びとなっていた

売上高は平成１１年１０―１２月期からプラスに転じ、

経常利益にプラスに寄与し始めている。

平成１３年度は、海外向け売上はマイナスの伸

びとなることも予想されるが、後述する通り、

足元では回復が遅れている消費は徐々に回復感

が広がってくることが予想され、売上高の伸び

もある程度は見込まれよう。従って、キャッ

シュフローの制約による設備投資の抑制要因は

さほど強くないものと考えてよいのではないだ

ろうか。

何故消費は弱いのか

民間消費は数字が示すほどは悪くないのか、

あるいは実際弱いのか、弱いのであればその理

由は何か、についての議論が活発になされてい

る。

国民所得統計の民間消費支出は総務庁の家計

調査、単身世帯収支調査をベースに推計されて

いるが、最近伸びが顕著なパソコンや携帯電話、

通信費にサンプルバイアスがかかっており、実

態からやや乖離している、また、今次９３SNA

の採用により、これまで政府支出分も計上され

ていた医療保険の保険料支出分が民間最終消費

支出から政府最終消費支出へ組替えられ、足元

で伸びている医療費の寄与分が押し下げ要因に

なっているのでは、などである。

しかし、前掲図３のグラフで明らかなように、

９３SNAベースで比較しても、過去の回復期と

比べて消費の回復度合いが弱いことは確かなよ

うである。では何故消費が弱いのだろうか。こ

こではやや羅列的になってしまうが考えられる

図８ 情報関連投資の伸びの推計

（注） 実質GDPベースの推計。
（出所） 経済企画庁、日本銀行、通産省資料より郵政研究所作

成。

図９ 売上高・販売管理費・経常利益の推移

（注） 前年比。全規模、全産業ベース。
（出所） 大蔵省資料より郵政研究所作成。

図１０ 所得と消費

（注） 勤労者世帯の実質金額指数、季節調整値。平均消費性
向は全世帯、名目。四半期平均。

（出所） 総務庁資料より郵政研究所作成。

１４郵政研究所月報 ２００１．２
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要因を検討してみたい。

まず雇用、所得環境は概ね底這いから徐々に

改善しつつある。完全失業率は本年２―３月の

４．９％をピークに足元の４．７％まで低下してきて

いる。有効求人倍率も０．６４倍まで上昇してきて

いる。雇用調整の峠はどうやら超えた模様であ

る。所得環境については、名目、実質可処分所

得とも平成１１年１０―１２月期を底に概ね下げ止ま

り、ないしは若干改善しつつある。また、今１２

月期のボーナスは３年振りに増加する見込みで

ある。GDPベースの雇用者所得も過去の回復

期と比較しても遜色のない改善ペースを示して

いる。しかし、家計調査ベースの平均消費性向

（勤労者世帯）は、足元の本年７―９月期では

７０．９％と昨年の水準からやや低下してきている。

消費者のマインドはどうであろうか。消費者

態度指数は一環して改善傾向にあるが、主に雇

用環境の改善が寄与しており、今後の収入の増

え方については緩慢な改善にとどまっている。

一方、実際の支出項目を財別にみてみると、

IT関連（パソコン、ワープロ、通信機器、通

信費）は好調、耐久財（IT関連除く）は振れ

はあるものの均せば概ね堅調である一方、半耐

久財、非耐久財は不調である。消費局面はいわ

ば二極化ともいうべき様相を呈しているように

思われる。

こうした要因を総合的に判断すると、消費者

は次のように考えているのではないか。つまり、

過去の景気回復期には所得もそれに応じて伸び

ていたが、今回はどうやら所得の増え方が緩や

かになるだろう、従って、消費は必要なもの、

本当に欲しいものだけに絞り、選択的に支出し

ようと。これが足元の消費の二極化に現れてい

るのではないか。

図１１ 平均消費性向

（注） 勤労者世帯の実質金額指数、季節調整値。平均消費性
向は全世帯、名目。四半期平均。

（出所） 総務庁資料より郵政研究所作成。

図１２ 消費者意識指標

（注） 季節調整値。シャドー部分は景気後退期。
（出所） 経済企画庁資料より郵政研究所作成。

図１３ 消費の二極化

（注） IT関連はパソコン、ワープロ、通信機器、通信費。名目
ベース。

（出所） 総務庁資料より郵政研究所作成。
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企業のリストラは峠を超えたものの

では消費者が今後の所得についてあまり伸

びないと考えている根拠は何であろうか。企

業はこれまでのように従業員全員の所得をお

しなべて保証してくれないのではないかとい

う漠然たる不安感が払拭できていないのでは

ないか。

バブル崩壊後企業は人件費を削る、債務を

削減するなどリストラを図ってきたことは周

知の通りである。売上高債務比率、長期債

務・キャッシュフロー比率とも低下基調にあ

り、企業の債務リストラは概ね峠は超えた模

様であるが、そのペースは漸進的であり、リ

ストラの余波はもう暫く続きそうである。

企業は株主を意識したROA（return on as-

set：経常利益÷総資産）重視の経営を余儀な

くされる。これまで通り人件費をほぼ完全な

固定費と考えては売上高が低迷している時に

は収益率が大きく落ち込むことになる。その

際には市場から手厳しい洗礼を受けることに

なろう。その意味で人件費を変動的要素も含

んだコストに転換することが１つの重要な課

題である。

ROAを上昇させるためにはどの程度の人件

費の伸びが許容されるかイメージするために

簡単にシミュレーションしてみる。仮に、足

元で概ね２．０％程度とみられるROAを今年度も

含めて平成１４年度までの今後３年度で３．０％程

度まで高めるとしよう。分母である総資産は

足元の伸びである＋１．５％（前年度比）、売上

高、売上原価を＋３．０％（同）、従業員給与を

除くその他販売管理費＋１．５％（同）と仮定す

ると、販売管理費の約５０％程度を占める従業

員給与の伸びは平成１２年度＋１．３％、平成１３・

図１４ 売上高債務残高比率

図１５ 長期債務／キャッシュフロー比率

（注） 売上高債務残高比率＝長短借入金＋社債／売上高
長期債務／キャッシュフロー比率＝長期借入金＋社債／内
部留保＋減価償却費

（出所） 法人企業統計年報より郵政研究所作成。

図１６ ROA３％達成のための給与の伸び

（出所） 法人企業統計年報より郵政研究所作成。

１６郵政研究所月報 ２００１．２
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在庫�

１４年度は２．５％程度に抑制する必要がある。こ

の所得の伸びはこれまでの景気回復期の伸びと

比較して緩やかなものと考えられよう。

こうした企業による財務諸効率改善という圧

力を消費者は漠然と感じ取っているのではない

だろうか。

在庫は積み増し局面へ

足元で米国、アジア向け輸出の伸びが鈍化し

始めている。米国経済は５％程度の高成長から、

３．０～３．５％程度の成長へソフトランディングす

る公算が高まってきた。欧州経済、アジア経済

も成長率鈍化の兆しが視野に入ってきている。

こうした海外需要の減速から既に鉄鋼など素材

関連に在庫の積み上がりが見え始めている。在

庫循環からみて、そろそろ在庫の積み上がり局

面にさしかかってくる可能性がある。

今後在庫積み上がりから生産調整が生じるこ

とも予想される。例えば、通産省の製造業生産

予測指数によれば、これまで生産及び投資を主

導してきた電気機械工業の１１月の生産は前月比

－１．５％、１２月－０．３％と２ヶ月連続でマイナス

が見込まれている。

これまで５四半期連続で前期比で増加してき

た鉱工業生産全体が今後踊り場を迎える可能性

が出てきた。しかし、緩やかながらも内需は回

復傾向にあり、生産は基調としては増加傾向にあるものと思われる。

平成１２年度＋２．０％、平成１３年度＋１．７％と緩やかな成長軌道へ

平成１２年度については前回の夏の見通し（７月）の＋２．６％から０．６％下方修正して＋２．０％、平成１３

年度については同＋２．２％から＋１．７％へ０．５％下方修正する。前述の通り、民間消費が当初想定してい

たほど回復していないことが主因である。民間最終消費支出は平成１２年度＋０．８％、平成１３年度＋１．５％

と前回見通しからそれぞれ１．１％、０．３％下方修正した。成長率全体の年度のパターンとしては来年度は

やや成長率を下げるものと予想している。

図１７ 労働分配率の要因分解

（注） １．６８SNAベース、９９年度以降は各要因の積み上げ。
前年比。

２．名目賃金＝雇用者報酬／雇用者数。
（出所） 経済企画庁、総務庁資料より郵政研究所作成。

図１８ 鉱工業全体

（注） 前年比伸び率。
（出所） 通産省資料より郵政研究所作成。

１７ 郵政研究所月報 ２００１．２



民間消費については過去の回復期と比較して緩やかな伸びを予想する。平成１３年度は消費にも回復感

が波及してくること、本年度の企業の好決算を受けて本給の伸びが見込まれることから、伸びは今年度

を上回るものと予想する。

民間設備投資は企業収益の改善、IT、更新投資の需要が持続的に発現するものと思われ、引き続き

堅調さを維持しよう。平成１２年度は９．４％増を予想する。今年度は四半期ベースでかなり高水準が続く

ものと思われるため、平成１３年度は四半期ベースの伸び（前期比）はやや鈍化し、年度では＋６．４％を

見込む。

住宅投資は減税措置が延長されるものの、規模、期間が縮小されること、既に需要の前倒しが起きて

いるものと判断され、平成１２年度－２．７％、平成１３年度－０．４％とマイナスの伸びを予想する。外需は米

国、アジア、欧州経済の減速の影響が今年度下半期から出始め、寄与度では平成１２年度－０．１％、平成

１３年度－０．４％とマイナスを見込む。

１８郵政研究所月報 ２００１．２



予測要約表

国内総生産（９３SNA：季節調整系列） （１０億円、％） （前回見通し（１２年７月））

２０００年度
（平成１２）

２００１年度
（平成１３）

１９９９年度
（平成１１）

２０００年度
（平成１２）

２００１年度
（平成１３）

２０００年度
（平成１２）

２００１年度
（平成１３）

４―６ ７―９
（予）
１０―１２

（予）
１―３

（予）
４―６

（予）
７―９

（予）
１０―１２

（予）
１―３

（予） （予）

民間最終消費支出
前期比
前年比

２９０，１９４
０．１
０．０

２９０，３０１
０．０
－１．３

２９２，６２３
０．８
３．０

２９４，０８６
０．５
１．５

２９５，５５６
０．５
１．８

２９５，８５２
０．１
１．９

２９６，７４０
０．３
１．４

２９７，０３６
０．１
１．０

２８９，４５４

１．５

２９１，８０１

０．８

２９６，２９６

１．５ １．９ １．８
民間住宅投資

前期比
前年比

１９，８４６
－５．４
－３．８

１９，９３８
０．５
－２．６

１９，９７８
０．２
－０．４

２０，０５８
０．４
－４．４

２０，０１８
－０．２
０．９

２０，０５８
０．２
０．６

１９，９９８
－０．３
０．１

１９，４３８
－２．８
－３．１

２０，５０４

５．１

１９，９５５

－２．７

１９，８７８

－０．４ －２．８ ０．５
民間企業設備投資

前期比
前年比

８１，２０５
－２．５
２．５

８７，５５４
７．８
９．９

９０，８８１
３．８
１１．２

９５，４２５
５．０
１４．６

９２，６５８
－２．９
１４．１

９４，３２６
１．８
７．７

９５，１７５
０．９
４．７

９５，７４６
０．６
０．３

８１，１０２

－１．０

８８，７６６

９．４

９４，４７６

６．４ ９．３ ６．８
民間在庫増減

寄与度
－１７１
０．１

－７７７
－０．１

４５０
０．２

６００
０．０

６３３
０．０

８８４
０．０

１，１８９
０．１

１，３５６
０．０

－６９９
－０．１

２５
０．１

１，０１６
０．２ ０．１ ０．０

政府最終消費支出
前期比
前年比

８５，２４５
１．２
３．８

８５，７０４
０．５
３．１

８５，８７６
０．２
３．０

８５，９６２
０．１
２．１

８７，０７９
１．３
２．２

８７，６０２
０．６
２．２

８７，８６４
０．３
２．３

８８，２１６
０．４
２．６

８３，２０３

４．０

８５，６９７

３．０

８７，６９０

２．３ ０．５ ０．３
公的固定資本形成

前期比
前年比

４２，１４０
５．４
－５．６

３７，６１８
－１０．７
－３．５

３７，３１７
－０．８
－５．３

３５，８９９
－３．８
－１０．２

３７，０１２
３．１

－１２．２

３６，８６４
－０．４
－２．０

３６，９３７
０．２
－１．０

３６，８２７
－０．３
２．６

４０，４２２

－０．７

３８，２４３

－５．４

３６，９１０

－３．５ ０．８ －０．８
公的在庫増減

寄与度
１５９
－０．０

５２
－０．０

１５０
０．０

２００
０．０

１５７
－０．０

２１
－０．０

－４３５
－０．１

２７
０．１

８７
０．０

１４０
０．０

－５８
－０．０ －０．０ －０．０

純輸出
寄与度

輸出等
前期比
前年比

輸入等
前期比
前年比

１４，０２２
０．１

５９，８４１
４．０
１４．６
４５，８１８
３．９
１０．４

１３，５２７
－０．１
５９，８６６
０．０
１１．７
４６，３３９
１．１
９．３

１０，６４２
－０．５
５８，７８８
－１．８
６．７

４８，１４６
３．９
９．６

７，１８２
－０．６
５７，４９５
－２．２
－０．０
５０，３１３
４．５
１４．１

７，０７４
－０．０
５７，４３７
－０．１
－４．０
５０，３６３
０．１
９．９

８，０５０
０．２

５８，４１４
１．７
－２．４
５０，３６３
０．０
８．７

９，３０９
０．２

５９，８７４
２．５
１．８

５０，５６５
０．４
５．０

１１，３５９
０．４

６１，９７０
３．５
７．８

５０，６１０
０．１
０．６

１１，６２２
０．０

５４，６０６

５．３
４２，９８３

６．２

１１，３４３
－０．１
５８，９９７

８．０
４７，６５４

１０．９

８，９４８
－０．４
５９，４２４

０．７
５０，４７５

５．９

－０．１

５．８

７．７

－０．０

５．２

６．５
実質国内総支出

前期比
前年比

５３２，６４０
０．２
１．１

５３３，９１７
０．２
１．４

５３７，９１７
０．７
３．７

５３９，４１２
０．３
１．５

５４０，１８７
０．１
１．４

５４３，６５７
０．６
１．８

５４６，７７７
０．６
１．６

５５０，００５
０．６
２．０

５２５，６９６

１．４

５３５，９７１

２．０

５４５，１５７

１．７ ２．６ ２．２
名目国内総支出

前期比
前年比

５１５，２６６
－０．４
－０．７

５１２，９２３
－０．５
－０．３

５１６，７２６
０．７
２．１

５１７，８０８
０．２
０．１

５１５，７７３
－０．４
０．１

５１６，０１３
０．０
０．６

５１９，４５９
０．７
０．５

５２２，６９７
０．６
０．９

５１３，６８２

－０．２

５１５，６８１

０．４

５１８，４８６

０．５ ２．２ ２．４
デフレータ

前期比
前年比

９６．７
－０．６
－１．８

９６．１
－０．７
－１．６

９６．１
－０．０
－１．５

９６．０
－０．１
－１．４

９５．５
－０．５
－１．３

９４．９
－０．６
－１．２

９５．０
０．１
－１．１

９５．０
０．０
－１．０

９７．７

－１．５

９６．２

－１．５

９５．１

－１．２ －０．４ ０．２

〈前期比寄与度〉

実質国内総支出 ０．２ ０．２ ０．７ ０．３ ０．１ ０．６ ０．６ ０．６ １．４ ２．０ １．７ ２．６ ２．２
民間最終消費支出
民間住宅投資
民間企業設備投資
民間在庫増減
政府最終消費支出
公的固定資本形成
公的在庫増減
純輸出
輸出等
輸入等

０．１
－０．２
－０．４
０．１
０．２
０．４
－０．０
０．１
０．４
－０．３

０．０
０．０
１．２
－０．１
０．１
－０．８
－０．０
－０．１
０．０
－０．１

０．４
０．０
０．６
０．２
０．０
－０．１
０．０
－０．５
－０．２
－０．３

０．３
０．０
０．８
０．０
０．０
－０．３
０．０
－０．６
－０．２
－０．４

０．３
－０．０
－０．５
０．０
０．２
０．２
－０．０
－０．０
－０．０
－０．０

０．１
０．０
０．３
０．０
０．１
－０．０
－０．０
０．２
０．２
０．０

０．２
－０．０
０．２
０．１
０．０
０．０
－０．１
０．２
０．３
－０．０

０．１
－０．１
０．１
０．０
０．１
－０．０
０．１
０．４
０．４
－０．０

０．８
０．２
－０．２
－０．１
０．６
－０．１
０．０
０．０
０．５
－０．５

０．４
－０．１
１．５
０．１
０．５
－０．４
０．０
－０．１
０．８
－０．９

０．８
－０．０
１．１
０．２
０．４
－０．２
－０．０
－０．４
０．１
－０．５

１．１
－０．１
１．５
０．１
０．１
０．１
－０．０
－０．１
０．８
－０．９

１．０
０．０
１．２
０．０
０．０
－０．１
－０．０
－０．０
０．８
－０．８

内需
民需
公需

０．１
－０．５
０．６

０．３
１．１
－０．８

１．３
１．３
－０．０

０．９
１．２
－０．２

０．２
－０．２
０．４

０．５
０．４
０．１

０．３
０．３
０．１

０．２
０．２
０．０

１．４
０．８
０．６

２．０
１．９
０．１

２．２
２．０
０．１

２．７
２．６
０．１

２．３
２．３
－０．０

国内最終需要 ０．１ ０．５ １．０ ０．９ ０．２ ０．４ ０．４ ０．１ １．４ １．９ ２．０ ２．７ ２．２

経常収支
（対名目GDP比）

３，４２０ ３，１６９ ２，０２２ １，６７１ ２，１６６ ２，０１７ １，８８９ ２，９８９１２，７９９
（２．５）

１０，２８２
（２．０）

９，０６２
（１．７）

１０，１５９
（２．０）

９，３５３
（１．８）

完全失業率 ４．７ ４．７ ４．６ ４．５ ４．４ ４．３ ４．３ ４．２ ４．７ ４．６ ４．３ ４．５ ４．１
雇用者報酬

前年比
２８２，１５９
１．６

２８０，９９３
１．３

２８０，３０６
１．８

２８４，８１９
１．７

２８６，６７３
１．６

２８５，７７０
１．７

２８５，６３２
１．９

２９０，８００
２．１

２７７，６１７
－１．２

２８２，０６９
１．６

２８７，２１９
１．８ １．８ ２．０

国内卸売物価
前年比

９６．１
０．４

９６．３
０．２

９５．４
０．４

９６．４
０．３

９６．５
０．４

９６．６
０．３

９６．７
０．３

９６．８
０．４

９６．０
－１．０

９６．３
０．３

９６．６
０．３ ０．２ ０．０

消費者物価
前年比

１０１．９
－０．３

１０１．８
－０．２

１０２．０
－０．１

１０２．１
－０．１

１０１．９
０．０

１０１．９
０．１

１０２．１
０．１

１０２．３
０．２

１０２．１
－０．１

１０１．９
－０．２

１０２．０
０．１ －０．２ ０．２

国債１０年指標利回り １．７２ １．７９ １．７３ １．８０ １．８５ １．９０ １．９５ ２．００ １．７２ １．７６ １．９３ １．８４ ２．１０

（注） 平成１２年度１０―１２月以降の前提……円ドルレート：１００～１１０円、WTI先物：２５～３０ドル。
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○１２年度は＋０．８％、１３年度は＋１．５

％と緩やかな回復

【概観】

所得の下げ止まりや消費マインドの改善から、
消費には持ち直しの動きが出ている。しかし、
雇用・所得環境の改善速度は鈍く、好調な費目
は乗用車や情報関連等一部に限られている。１２
年度はこれらの動きが継続し、消費の伸びは限
定的となる。１３年度は、所定内・特別給与の増
加幅が拡大し、回復度合いが改善するが、所得
の大幅な伸びは期待できず、消費性向の改善も
限られるため、消費は緩やかな回復にとどまる。

【主な要因】

■回復に向かう雇用者所得
企業収益の拡大を背景に所得環境は回復基調

にある。これは、売上高の増加が企業の収益
に寄与し始めたためであり、リストラにより
労働分配率が低下しても、雇用者所得が増え
る環境になりつつある。しかし、正社員から
臨時雇用への転換等、人件費圧縮の動きが根
強い状況下、労働需給のミスマッチ等の構造
的要因も重なるため、所得の回復ペースは過
去の回復局面に比べ、緩やかになる可能性が
高い。

■二極化の進行で消費の回復ペースは緩慢
足元の消費動向を費目別にみると、通信費

やパソコン等教養娯楽用耐久財費が急速に伸
びを高めているのに対し、食料、光熱・水道
費等の基礎的消費や選択的消費の中でも被服
関係費等は横ばいないし減少傾向にある。こ
のように消費の二極化が続く中、足元の消費
回復は、主に情報関連支出が牽引する形で推
移している。景気が回復に向っても、所得の
改善速度の鈍さや消費の二極化の継続を前提
とすれば、消費の回復ペースは緩やかなもの
に止まろう。

■家計における負債の増大
負債現在高に対する貯蓄現在高の比率は、

平成４年度以降低下基調にある等、家計のバ
ランスシートは負債の比重が高まっている。
家計における負債増大の要因としては、所得
の低迷のほか各種住宅取得促進政策に伴う住
宅購入の増加の影響が大きいとみられる。債
務負担が高まる中では、所得が増えても借入
金返済を優先したり、貯蓄に回したりするな
ど、消費に対して慎重な姿勢を取ることも予
想される。

経常利益と雇用者所得

（出所） 大蔵省「法人企業統計季報」、労働省「毎月勤労統計」

名目消費支出の推移

（出所） 総務庁「家計調査報告」

土地家屋債務負担と家計消費

（出所） 総務庁「家計調査」

２０郵政研究所月報 ２００１．２
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○１２年度は－２．７％と反動減、平成１３年度は－０．４％とほぼ横ばい

【概観】

１３年度税制大綱では新住宅ローン控除制度
が創設された。これにより、予想された大幅
な反動減はやや緩和されると見られる。しか
し、需要の前倒しやゼロ金利解除の影響等か
ら減税延長効果は限定的となり、住宅投資は
漸減する。この影響は１３年度も続くが、下半
期には反動減にも一定の目処がたち、雇用不
安の後退や所得の回復等から、住宅投資は下
げ止まる。しかし、雇用・所得環境の改善に
よる需要増にも限界があり、住宅投資は横ば
いで推移する。

【主な要因】

■住宅ローン減税延長
現行の住宅ローン控除制度は、１３年６月末
入居を期限として打ち切られる予定であった
が、引き続き景気への配慮が必要との判断か
ら、１３年度の税制大綱では新たな住宅ローン
控除制度が創設された。主な変更点としては、
２００１年７月から２００３年末の入居者を対象に、
�１減税規模を現行制度の最大５８７万５千円か
ら５００万円に圧縮、�２減税期間は現行の最長
１５年から１０年に短縮、�３現行では３段階に分
かれている控除率を全期間を通じて１．０％と
すること―などである。

■減税延長措置による追加的押上げ効果は限
定的
これまでの住宅取得促進政策により住宅投

資は需要の前倒しが起きている可能性が高い。
住宅需要は、消費と異なり効用の発現が長期
間に及ぶため、必要ストック量を充足してし
まうとその後の需要が大きく低下する可能性
がある。また、新制度による減税効果は現行
制度に比べて小さいこと、ゼロ金利が解除さ
れたこと、雇用・所得環境に対する先行き不
透明感が依然払拭されていないこと等も考え
合わせると、延長措置による着工の追加的な
押上げ効果は限定的となろう。
しかし、１３年度下半期には、需要前倒しの

反動減にも一定の目処がたつ一方で、雇用不
安が後退し、所得が緩やかに回復することや
住宅価格が下落基調で推移することなどから
住宅投資は下げ止まる。しかし、マインド向
上による需要増加にも限界があるうえ、二次
取得者については手持ち物件の評価額の下落
による需要低迷も重なるため、前年比で横ば
い程度の推移となろう。

持家系住宅着工と住宅ローン金利

（出所） 建設省「建築着工統計調査報告」等

持家系ストック戸数の推移

（出所） 総務庁「住宅・土地統計調査」、建設省「建築着工統
計調査報告」より郵政研究所推計

住宅ローン減税の仕組み

入 居 時 期
２００１年７月から

２００３年１２月まで
２００１年６月末まで

制 度 新住宅ローン減税制度 住宅ローン控除制度

控除の対象となる

ローン残高の上限
５０００万円 ５０００万円

控 除 期 間 １０年 １５年

控 除 率 全期間を通じて１．０％

１．０％（１～６年目）

０．７５％（７～１１年目）

０．５％（１２～１５年目）

最 大 減 税 額 ５００万円 ５８７万５千円

（出所） 日本経済新聞

２１ 郵政研究所月報 ２００１．２
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民間企業設備

○１２年度は＋９．４％、１３年度は＋６．４％と堅調

【概観】

企業収益の回復によるキャッシュフローの改
善を背景として、IT投資や更新投資が行われ、
設備投資は堅調に推移する。設備投資の先行指
標となる機械受注は好調で、平成１２年度は＋
９．４％と大幅に増加するものと予測される。１３
年度には、生産の伸びが鈍化することを受けて
企業収益の伸びも鈍化し、設備投資もやや減速
する。ただし、内需の回復基調が続くことから、
前年度比＋６．４％と依然高水準で推移する。

【主な要因】

■IT投資
機械受注統計によれば、電子・通信機械の受

注が堅調に推移している。また、電子・通信機
械の需要者別の受注状況を見ると、電気機械
や通信業といったIT関連企業からの受注に加
えて、最近ではIT関連以外の業種からの電
子・通信機械の受注が増加しており、IT投資
がIT関連企業以外の業種にも広がりつつある
様子が窺える。企業は収益率重視の立場から、
生産性向上を目指し、今後もIT投資を続ける
と見られる。また、機種別で見ると、電子・
通信機械に加えて、産業機械や工作機械の受
注も増加に転じており、今後もIT関連が牽引
する形で設備投資は堅調に推移する。

■更新投資
資本ストックに対するフローの設備投資の

比率は低下しており、設備のヴィンテージは、
過去の水準と比較して高水準に達している。
設備の老朽化に伴い、企業が新規の設備投資
を行う需要も見込まれ、更新投資も設備投資
を下支えしよう。

■キャッシュフローの改善
IT需要や好調な海外経済に支えられ、鉱工

業生産が５四半期連続でプラスとなるなど企
業収益は堅調に推移している。１２年度、１３年
度と企業のキャッシュフローの改善を背景に、
IT投資や更新投資が行われ、投資の選別は行
われるものの、設備投資は堅調に推移する。
ただし、在庫循環から見て、生産の伸びが

ピークを打った可能性があることや高水準で
推移している原油価格の影響から、１３年度は
１２年度に比べて、企業収益の伸びがやや鈍化
し、設備投資もやや減速する。ただし、内需
の回復基調が続くことから依然として高水準
で推移する。

電子・通信機械の需要者別受注

（注） ３か月移動平均。
（出所） 経済企画庁。

設備投資とIK比率

（注） ４四半期移動平均。IK比率＝新設設備投資／資本ストック。
（出所） 経済企画庁。

キャッシュフローと設備投資

（注） キャッシュフロー＝経常利益×０．５＋減価償却費。
（出所） 経済企画庁、大蔵省。

２２郵政研究所月報 ２００１．２
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公的需要

○公的固定資本形成：１２年度は－５．４％、１３年度も－３．５％とマイナスを継続

○政府最終消費支出：１２年度は＋３．０％、１３年度も＋２．３％とプラス幅は縮小

【概観】

１２年秋に策定された「日本新生のための新発展政策」の効果は、同年度中にはほとんど発現しないと
想定される。また、財政の悪化等を背景とした地方自治体等における公共事業絞込みの動きは今後も続
くとみられることから、１２年度の公的固定資本
形成は前年度比でマイナスとなる。１３年度の公
的固定資本形成も、�１１２年度の経済対策の効果
が下半期には剥落する、�２日本全体の景気が回
復基調を維持するため新たな補正予算は編成さ
れない、�３地方の弱い動きも続く、と想定され
るため、前年度比でマイナスを継続する。
一方、政府最終消費支出は、国や地方自治体

の厳しい財政事情を反映したベア圧縮や公務員
数抑制の動き等から、１２年度、１３年度とも前年
度比でのプラス幅は縮小する。

【主な要因】

■限定的な経済対策効果と補正予算の未編成
１２年秋に策定された「日本新生のための新発
展政策」（事業規模１１兆円程度。うち社会資本
整備の事業規模は４．７兆円程度）の効果は、同
年度中にはほとんど発現しないと想定される。
また、財政の悪化や公共事業に対する住民意識
の高まり等を背景とした地方自治体等における
公共事業絞込みの動きは今後も続くとみられる
ことから、１２年度の公的固定資本形成は前年度
比でマイナスとなる。１３年度の公的固定資本形
成も、�１上半期には上記経済対策の効果が本格
的に発現するものの、下半期にはその効果が剥
落する、�２日本全体の景気が回復基調を維持す
るため新たな補正予算は編成されない、�３地方
の弱い動きも短期間には解消されない、と想定
されるため、前年度比でマイナスを継続する。

■人件費抑制の動き
国と地方自治体の長期債務残高と、国、地方

自治体における人件費等の伸び率をみると、年
度により上下はあるものの、基調としては債務
の増加（財政事情の悪化）に伴って人件費等の
伸びが縮小してきていることが分かる。今後も
財政事情の厳しさは短期間には解消されず、ま
た、行・財政効率化の動きもさらに進展すると
予想されることから、政府最終消費支出につい
ても、ベア圧縮や公務員数抑制の動きは続き、
１２年度、１３年度ともに前年度比でのプラス幅は
縮小する。

■公的需要の成長寄与度の動向
以上の結果、公的需要全体としては、公的固

定資本形成の動きを主因として、平成１２年度、
１３年度ともに若干のプラス寄与にとどまる。

公的需要の成長寄与度の推移

（出所） 経済企画庁資料等より郵政研究所作成。

公共事業関係予算と公的固定資本形成

（注） 公共事業関係予算は、国、財投、地財計画上の関係予算
の合計。
００及び０１年度の公共事業関係予算は各種報道資料等から
試算した推計値。

（出所） 経済企画庁、大蔵省資料等より郵政研究所作成。

人件費抑制の動き

（出所） 参議院予算委員会調査室「財政関係資料集」等より郵
政研究所作成。

２３ 郵政研究所月報 ２００１．２
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外需部門

○財・サービス等の純輸出の寄与度は、１２年度－０．１％、１３年度－０．４％

【概観】

平成１２年度の財・サービス等の輸出は、米国・アジア経済の緩やかな減速の影響を受け、下半期から

減速してこよう。一方、輸入は内需主導の自律的回復基調から伸びが高まり、純輸出は縮小する。

平成１３年度も、概ね上半期まで米国・アジア経済の減速の影響を受け、輸出は平成１２年度に対して、

ほぼ横ばいで推移する。輸入は、自律的回復感の広がりによる、雇用、所得環境の改善を背景に消費回

復ペースが改善し、増加基調となり、純輸出は

縮小を続ける。

【主な要因】

■輸出：米国・アジア経済の減速

輸出の動きを主要地域向け輸出数量指数の前

年同期比でみると、足元で世界的に景気が減速

基調にあることがうかがわれる。

平成１２年度下半期から、米国経済が５％近く

の成長ペースから３％ないしは３％半ばのペー

スへスローダウンしてくるなどの影響を受け、

財・サービス輸出は減少基調になる。

平成１３年度上半期は、こうした動きが継続し、

平成１２年度比で、ほぼ横ばいで推移する。

■輸入：国内需要を反映した動き

平成１２年度は、内需主導の自律的回復基調に

よる個人消費、設備投資等の伸びから、財・

サービスの輸入は、増加基調へと転ずる。

平成１３年度は、これまでやや緩慢な回復にと

どまっていた民間消費の回復ペースが改善する

ものと思われ、増加基調を継続する。

■外需の寄与と経常収支の動向

このような輸出入動向を反映して、財・サー

ビス等の純輸出の寄与度は、平成１２年度は－

０．１％、１３年度は－０．４％とともにマイナスとな

る。

経常収支黒字は、財・サービス黒字の縮小を

受け平成１２、１３年度とも縮小する。

対名目GDP比は、平成１２年度は２．０％、平成

１３年度は１．７％となる。

主要地域向け輸出数量指数の推移

（出所） 大蔵省

米国向け輸出額と米国内需の推移

（出所） 大蔵省、米国商務省

外需寄与度と経常収支の名目GDP比率

（出所） 大蔵省、経済企画庁

２４郵政研究所月報 ２００１．２
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○消費者物価（生鮮食品を除く総合）：１２年度は－０．２％、１３年度は－０．１％

○国内卸売物価：１２年度は＋０．３％、１３年度は＋０．３％

【概観】

平成１２年度の物価は、これまでの米欧経済やアジア経済の拡大による世界的な需給ギャップの縮小、
原油等の海外商品市況の上昇などに加え、日本経済も内需主導による自律的回復局面に入っていること
などから、デフレ懸念がやや払拭され、安定的に推移する。
平成１３年度も、日本経済の自律的回復基調が続き、需給ギャップの縮小、原油価格高騰の影響及び円

高効果の剥落等から、物価にはやや上昇圧力が
かかる。ただし、IT機器等の最終需要材価格
の趨勢的な低下圧力、雇用・所得環境の改善が
緩慢なこと等から、小幅の上昇を見込む。

【主な要因】

■国内景気の回復
国内景気は、民需手動の自律的回復基調を維

持することから、国内物価も基調としては上昇
基調で推移する。
依然として物価の下落は続いているものの、

企業部門の活動は上昇基調にあり、内需の回復
感が広がることによる需給ギャップの縮小に
より、物価はやや上昇気味となろう。

■電気機器等の安定
卸売物価を費目別でみると、原油価格高騰

の影響は石油・石炭製品価格に現れているが、
それを電気機器等の下落が相殺している形で
推移している。
パソコン等IT関連財への需要が強い一方で、
価格が下落するという供給側の要因による趨
勢的下落傾向は当分続くものと思われ、物価
全体の安定に寄与するものと思われる。

■原油価格高騰の影響の顕在化
原油価格高騰の影響は、需要段階別に見る

と、未だ中間財の上昇にとどまっており、最
終財への波及がみられないため、物価全体へ
の上昇圧力にはなっていない。
しかし、平成１２年度後半から、その影響が
最終財にまで徐々に及ぶことも考えられ、平
成１２年度の卸売物価は前年比＋０．３％、平成１３
年度は＋０．３％と小幅の上昇を見込む。

全産業活動指数と卸売物価指数の推移

（出所） 通産省、日本銀行

工業製品価格寄与度の推移

（出所） 日本銀行

需要段階別寄与度の推移

（出所） 日本銀行

２５ 郵政研究所月報 ２００１．２
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米国経済

○２００１年の実質経済成長率は、＋３．４％にソフトランディング

【概観】

２０００年７―９月期の実質GDP成長率が、前期比年率＋２．４％と３年ぶりの低い伸びとなるなど、高成長を

続けてきた米国経済にも漸く減速の兆しが見え始めてきた。９９年６月以降、FFレートで１．７５％、公定歩合で

１．５％の金融引締めの効果が出てきたと言えよう。失業率は低水準で推移しているものの、雇用の増加ペー

スには減速感も見られ、今後も経済は緩やかな減速を続け、ソフトランディングに向かっていく公算が高い。

２００１年の経済成長率は＋３．４％程度となろう。減速していく過程においては、一時的に潜在的な成長率を下

回る可能性もあるが、金融・財政ともに政策出動の余力もあり、景気が失速してしまう事態は避けられよう。

【主な要因】

■景気は漸く減速に
度重なる金融引締めを受けて、足許で漸く景気

減速の兆しが出てきた。実質GDP成長率の低下

もさることながら、これまではほぼ外需のみがマ

イナス寄与となっていたのに対し、住宅や政府支

出も景気の押し下げ要因に転じてきており、景気

の減速に広がりが見られる。株価も調整色が濃く

なってきており、個人消費への影響も出てこよう。

失業率は歴史的な低水準を続けているものの、雇

用者の増加ペースも鈍化してきており、景気は当

面減速を続け、ソフトランディングに向けての推

移となろう。

■財政政策と金融緩和の余地
これまでの堅調な景気を背景に、財政黒字は拡

大基調にあり、政府は今後１０年間で約４．２兆ドル

の財政黒字を見込んでいる。賃金やエネルギー価

格には懸念要因も残るが、最終段階での物価は落

ち着いた推移となっている。従って、景気が予想

外の減速を見せた時には、財政・金融ともに政策

出動の余地が残されており、景気の失速は避けら

れるものと思われる。

■高い生産性の持続
賃金とエネルギー価格の圧力を受けながらも、

物価は落ち着いた推移を続けている。その中で、

高い労働生産性は維持されており、今後の景気の

下支えとなることが期待される。また、高い生産

性が維持されている状況においては、景気の落ち

込みも限定的となろう。

需要項目別の見通し（前年同期比寄与度）

（出所） 商務省資料より郵政研究所作成。

ブッシュ氏の政策

財政政策
・所得税率の簡素化、最低税率の引き下げで、

１０年間で１兆３２００億ドルの減税

社会保障
・社会保障基金の一部を個人勘定に移し、株

式で運用

貿 易
・自由貿易支持

・貿易と労働・環境問題との区別

（出所） 各種報道より郵政研究所作成。

労働生産性と経済成長

（出所） 行政管理予算局、FRB資料より郵政研究所作成。

２７ 郵政研究所月報 ２００１．２



EU平均�

フランス�

ドイツ� イギリス�

（％）�
14
12
10
8
6
4
2

97 98 99 00 （年）�

0.8
0.9
1
1.1
1.2
1.3
1.4
1.5
1.6
1.7

１
月
�
２
月
�
３
月
�
４
月
�
５
月
�
６
月
�
７
月
�
８
月
�
９
月
�
10
月
�
11
月
�
12
月
�

00
年
１
月
�
２
月
�
３
月
�
４
月
�
５
月
�
６
月
�
７
月
�
８
月
�
９
月
�－10 
－5 
0
5
10
15
20
25

（ユーロ/ドル）� （対前年同月比、％）�

月平均対米ドルレート�
（左軸）�

ドイツ（右軸）�

フランス（右軸）�

イギリス（右軸）�

1.4

0.9

0.4

－0.1

－0.6

－1.1

（％）�

（年）�94 95 96 97 98 99 00

前期比�
前期比（３期移動平均）�

内需� 外需�

欧州経済

○２００１年は＋３．１％と堅調に推移

【概観】

欧州経済は、９９年夏以降、世界経済の好転と相対的に低いユーロ水準から外需が改善し、景気全体が改善

傾向を強めており、雇用者数も着実に増加していることから、２０００年には実質経済成長率＋３．３％を遂げる。

２００１年は、インフレ懸念が残るものの、ユーロ

域内の失業率の低下傾向など雇用の改善が続き、

個人消費が堅調に推移する。外需については米国

経済の緩やかな減速から頭打ち傾向となるため、

拡大テンポがやや鈍化し＋３．１％となる。

【主な要因】

■失業率の着実な低下が内需を下支え
好景気による雇用の改善に加え独、仏、伊等各

国政府も景気対策や市場の構造改善を目的とした

減税政策を実施することから、個人消費等が下支

えとなる。

■堅調な外需は頭打ち傾向へ
好調な世界経済と相対的に低いユーロ水準など

から２０００年の外需は好調に推移したが、２００１年は

米国経済が緩やかに減速し、世界貿易の伸びが鈍

化することから外需は頭打ちとなる。

■主要国（独、仏、英）の動向
独では、相対的に低いユーロ水準等から輸出が

好調であり、鉱工業生産が順調に推移し個人消費

の拡大とあいまってここ１０年来の好景気となって

いる。２００１年は減税を中心とした税制改革を実施

することから雇用の改善とあわせ個人消費が景気

を下支えする一方、生産は９９年末以降の金利上昇

の影響や原材料価格上昇により設備投資意欲が抑

制されるため、緩やかな成長に留まる。外需も頭

打ちとなることから成長は＋２．９％となる。

仏では景気拡大は依然順調であるものの、原油

高・ユーロ安による物価上昇懸念等により個人消

費に陰りがみえることから、２０００年をピークに成

長は次第に減速していく。

英では、労働市場はタイトであるものの賃金上

昇には結びつかず物価は安定しており、個人消費

は堅調に推移する。輸出はポンド高の傾向はある

ものの景気の拡大により堅調な域内輸出が続き、

＋２．８％の成長を維持する。なお、ここでは２００１

年中のポンドのユーロ未加入を前提としている。

EU全体の実質GDP推移

（出所） OECD資料より作成。

EUと主要国の実質GDP推移
（前年比、％）

９９暦年GDP
シェア（％）

９９暦年
（実績）

００暦年
（予測）

０１暦年
（予測）

EU計 １００．０ ２．４ ３．３ ３．１

ド イ ツ
フ ラ ン ス
イ ギ リ ス
イ タ リ ア
その他１１か国

２４．８
１６．８
１７．０
１３．８
２７．６

１．４
２．９
２．２
１．４
３．６

３．１
３．３
２．９
２．８
４．１

２．９
３．１
２．８
２．７
３．７

（注） 実績は欧州委員会及び各国統計。予測は郵政研究所。

ユーロの為替動向と主要国の輸出の推移

（出所）各国統計より作成

欧州主要国の失業率推移

（出所） 各国統計（いずれも季節調整値）より作成。
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アジア経済

○２００１年は＋６．３％と緩やかに減速

【概観】

アジア経済（以下では、NIEs、ASEAN４、中国の９か国・地域が対象）は、９７年７月のタイ・バーツの下
落に端を発した広域な通貨危機の影響により９８年には成長率が＋０．８％にまで落ち込んだものの、各国の積
極財政、金利低下の効果、輸出増加等から、９９年に入ると景気は急速に回復し＋６．５％の成長率となった。
２０００年は世界経済好転の流れの中で、IT関連の輸出に牽引されたNIEsは＋８．０％、一部に政治的な混乱の
あるASEAN４は＋５．１％、中国は＋８．１の成長と
なり、アジア全体でも＋７．５％の成長率となる。
２００１年は、米国経済の減速から外需が頭打ちと
なること、経済構造改革が遅れていることもあり
拡大ペースは減速し、アジア全体では＋６．３％の
成長となる。

【主な要因】

■成長を牽引した輸出増加が頭打ち
アジア諸国では好調な海外経済が景気を牽引し

ており、特にIT（情報技術）関連分野の輸出が
増加すると共に耐久消費財等内需も拡大している。
外需は米国経済の減速とともに鈍化し、成長も緩
やかなものとなる。

■NIEs、ASEAN４は拡大テンポが鈍化、中国は好調
を持続
NIEsでは、全体として消費、生産が好調を続

けるものの外需は頭打ちとなる。韓国は、現在
好調な欧州向けIT関連輸出の減少、企業・金融
改革の遅れやリストラによる失業率上昇により
＋５．４％まで成長が鈍化する。台湾は、政局不安
定や株式市場の低迷により民間消費が落ち込む。
NIEs全体では２００１年は＋５．８％の成長を維持する。
ASEAN４では、輸出が堅調なことに加え耐久

財等国内消費に好調な部門が存在するものの、
外需の頭打ち傾向に加え通貨の連鎖安や政治・
社会不安の存在のため先行き不透明である。イ
ンドネシアは、原油価格が高騰し追い風となっ
ているものの、政治的混乱から経済構造改革の
遅れが懸念されている。タイ、フィリピンでも
政治的混乱による消費・生産の落ち込みが懸念さ
れている。マレーシアでは金融改革が進み海外か
らの直接投資が上向いているものの、エレクトロ
ニクス製品の輸出増と公共支出増に陰りが見え、
減速する。ASEAN４全体では、２００１年は＋４．６％
と緩やかに拡大する。
中国は財政拡大政策による固定資産投資の増加、

国内消費の伸び、堅調な輸出に支えられ高成長を
持続し、２００１年は海外からの直接投資の減少と輸
出の鈍化があるものの＋７．５％の成長を維持する。

アジア経済の動向 （前年比、％）

９９暦年GDP
シェア（％）

９９暦年
（実績）

００暦年
（予測）

０１暦年
（予測）

NIEs ３９．９ ７．３ ８．０ ５．８
香 港
韓 国
シンガポール
台 湾

６．８
１７．３
３．６
１２．２

３．１
１０．７
５．４
５．４

７．９
９．１
８．０
６．６

５．６
５．４
６．６
６．１

ASEAN４ １７．９ ３．０ ５．１ ４．６
インドネシア
マレーシア
タ イ
フィリピン

６．０
３．４
５．３
３．３

０．３
５．８
４．２
３．２

４．１
７．８
５．１
３．９

４．４
６．６
４．５
２．８

中国 ４２．２ ７．１ ８．１ ７．５
９か国計 １００．０ ６．５ ７．５ ６．３

（注１）００年、０１年は、IMF、OECD、アジア開発銀行
等の見通しも参考に、郵政研究所が予測。

（注２） NIEs、ASEAN４、９か国計の計数は、９９年名目
GDPシェアによる加重平均。

実質GDPの推移

NIEs輸出額の推移（前年同月比、％）

（出所） 各国統計より作成
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○政策金利は据え置かれるが１３年度
下半期には次の利上げも視野に
○１０年最長国債利回り（年度平均値）
は１２年度１．８％、１３年度１．９％と緩
やかに上昇

【概観】

自律的な景気回復が続くことから、平成１３年度
下半期には次の利上げも視野に入ってくるが、イ
ンフレ懸念が生じないことから、政策金利は据え
置かれる。
１０年最長国債利回りは、緩やかな景気回復を受
けて上昇基調となる。ただし、物価が極めて緩や
かな上昇にとどまることや日銀の超低金利政策の
継続、企業の資金需要の低迷から、金利は緩やか
な上昇にとどまる。

【主要な要因（１０年最長国債利回り）】

■景気の動向：上昇要因
１２年度、１３年度と景気は緩やかながらも回復を
続けることから、金利は上昇基調で推移する。政
策金利は、インフレ懸念が生じないことから据え
置かれる。超低金利政策の継続により、長期金利
も安定的に推移する。

■物価の動向：上昇は限定的
過去の物価上昇率と金利は、消費税率引き上げ

の影響のあった平成９年を除いて、ほぼ同じ動き
をしている。今後の物価の動きは極めて緩やかな
上昇にとどまると見込まれるため、金利の上昇は
限定的であろう。

■企業の債務リストラ：上昇抑制要因
企業は平成１１年度に借入金を大幅に圧縮した。

借入金等の規模が売上高や利益などに対して過大
であり利払い負担を軽減する必要があったことや、
景気が緩やかな回復にとどまり借入金等の外部資
金を調達して、投資を行うことに慎重だったため
と思われる。
日銀の資金循環統計では、一般政府部門が大幅

な資金不足となっている一方で、民間非金融法人
部門が資金余剰幅を拡大させていることが確認で
きる。また長期金利は、国債増発など政府部門の
資金需要よりも、企業の資金需要の低迷を反映し
て低下していることが窺える。１３年度に入っても、
外部資金を活用した投資には慎重なスタンスを継
続することが見込まれ、資金需要の低迷が続くこ
とから金利の上昇を抑制しよう。

物価上昇率と長期金利

（注） 消費者物価指数は生鮮食品を除いたベース。シャドーは景
気後退期。

（出所）日本相互証券、総務庁。

借入金の圧縮は続く

（注） 設備投資キャッシュフロー比率＝設備投資額／キャッシュ
フロー。キャッシュフロー＝経常利益×０．５＋減価償却費。
借入金等は短期借入金、社債、長期借入金の合計。

（出所） 大蔵省法人企業統計。

部門別資金過不足と長期金利

（注） 平成９年までは一般政府部門は公共部門、民間非金融法
人企業部門は法人企業部門のデータ。

（出所） 日本銀行「資金循環統計」、経済企画庁、日本相互証券。
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米国金利

○フェデラル・ファンド・レートは、引下げも
○１０年物国債利回りは、安定した推移が続く

【概観】

景気には減速の兆しが見られ、ソフトランディングに向かう可能性が高い。雇用の逼迫は続いているもの

の、足許の景気減速に合わせ、FRBの金融政策のスタンスは景気重視型に転換した。景気が一段と減速を見

せたり、株価の動向などによっては、利下げも含めた緩和的なスタンスにシフトする可能性が高い。ただし、

景気失速の可能性は低く、ソフトランディングと

なる状況下においては、緩和されたとしても小幅

な利下げに留まろう。これを受けて１０年物国債

（財務省証券）利回りは、引き続き安定した推移

が続く。

【主な要因】

■景気のソフトランディング
極めて高い経済成長を続けてきた米国経済も、

度重なる金融引締めを受けて、漸く減速感が見ら

れるようになってきた。インフレが懸念される要

因も残存しているが、景気の減速に合わせて次第

にこれらの要因も剥落し、物価も落ち着いた推移

が続く。

■引き締めから緩和へ（政策金利）
失業率は歴史的な低水準で推移し、原油価格の

上昇等もあり、インフレ警戒的な姿勢が続いてき

たが、雇用者数の増加ペースにも漸く鈍化の兆し

が見られ、景気の減速に伴って、これらの懸念も

剥落してくる。足許での景気の減速に合わせ、

FRBの金融政策スタンスは、景気重視型に転換

した。今後、景気の落ち込みが大きくなったり、

株価が大幅に下落するような状況となれば、２００１

年の早い時期での金融緩和の可能性も高い。ただ

し、早期の金融緩和や財政政策などにより、景気

が失速してしまう可能性は低く、緩和されても小

幅な利下げに留まろう。

■長期金利は安定的な推移（長期金利）
上記の状況下においては、長期金利（１０年物財

務省証券利回り）も、安定した推移が続く。２０００

年５月の最後の金融引締め以降は、FFレートを

下回る水準での推移が続いているが、財政黒字の

影響も受けて、国債の発行額も減少してきており、

金利が上昇トレンドに向かう可能性は低い。ただ

し、新政権の財政の規律によっては、一時的に金

利が上昇する局面もありうる。

物価と金利

（出所） 労働省、FRB資料より郵政研究所作成

財政収支と金利

（出所） 行政管理予算局、FRB資料より郵政研究所作成。

国債発行・買戻し額の推移

（出所） 財務省、FRB資料より郵政研究所作成。
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北海道郵政局管内

○実質経済成長率＋１．４と全国水準を下回る伸び

【概観】

北海道郵政局管内の最大の特徴は、公的需要へ
の依存度の高さにある。その一方、製造業の比率
が他の管内に比べて低く、需要項目に占める民間
設備投資のシェアは全管内で最も低い。
平成１３年度は、情報通信機器等の需要増加で電

子部品の生産は増加するほか、企業の設備投資も
幅広い業種で情報関連投資が進む。しかし、公共
投資や住宅投資の息切れ、重厚長大産業や農林水
産業など旧来からの主要産業の不振などが足かせ
となり、実質経済成長率は全国水準を下回る。

【主な要因】

■管内の経済の特徴
管内経済を需要面からみると、公的需要への依

存度が沖縄に次いで高く、製造業の比率が低いこ
と、需要項目に占める民間設備投資のシェアが最
も低いなどの特徴がある。
産業面からみると、製造業の比率が沖縄に次い

で低く、その内訳も食料品、パルプ・紙、窯業・
土石等の素材産業中心である。このため、農林水
産業や第３次産業の比率が全般的に高くなってお
り、中でも、政府サービスの比率が全国に比べて
突出している。需要面での公共投資依存度の高さ
を反映し、建設業のウェイトも非常に高くなって
いる。

■管内経済の現況
管内経済について生産面の動きをみると、鉱工

業生産指数は、バブル崩壊後は全国に比べて軽微
な落ち込み幅にとどまり、４年度以降は全国をや
や上回る水準で推移していたが、８年度末からは
総じて全国水準を下回っている。
一方、雇用面では、有効求人倍率は一貫して全

国水準を下回って推移しているが、３年度以降を
見ると、０．４０倍から０．７３倍といった、極めて狭い
範囲で推移している。

■管内経済の見通し
管内経済の成長率は、４年度以降は、全国を上

回って推移していた。９年度に大きく落ち込みマ
イナス成長に転じたものの、１０年度以降は、全国
の成長率から大きく乖離しない水準で推移してい
ると推測される。
平成１３年度の管内経済は、情報通信機器等の需

要増加で電子部品の生産が増加するほか、企業の
設備投資も幅広い業種で情報関連投資が進む。し
かし、公共投資や住宅投資の息切れ、重厚長大産
業や農林水産業など旧来からの主要産業の不振な
どが足かせとなり、実質経済成長率は＋１．４％と
全国水準を下回る。

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

北 海 道 （参考）全国
名目GDP ２０６，６５２億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （４．０％）

農 林 水 産 ３．７％ １．５％
鉱 業 ０．３％ ０．２％
製 造 １０．６％ ２３．４％
建 設 １３．３％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ２．５％ ２．８％
卸 売 小 売 １４．０％ １３．５％
金 融 保 険 ３．６％ ４．５％
不 動 産 １０．６％ １１．１％
運 輸 通 信 ８．３％ ７．０％
サ ー ビ ス １８．６％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス １２．４％ ７．７％
対家計民間非営利 ２．２％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所） 経済企画庁資料

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
北海道
全 国

１．４％
１．７％

１．３％
１．５％

－０．６％
－０．４％

５．４％
６．４％

１．８％
２．３％

－３．８％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値。白塗り
の管内の計数は、全国の計数（９３SNAベース）からの
推定及び予測値。

（出所） 経済企画庁資料

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料

実質経済成長率の推移と予測

３３ 郵政研究所月報 ２００１．２
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東北郵政局管内

○実質経済成長率＋２．０％と全国水準を上回る伸び

【概観】

東北郵政局管内は、公的需要に対する依存度が
全管内中３番目に高く、製造部門では半導体を中
心とした電機機械が基幹産業であるという特徴を
もっている。
平成１３年度は、公共投資の息切れや海外経済の

緩やかな減速による輸出の減少等のマイナス要因
はあるものの、情報通信関連需要の拡大を背景に
主力の電機機械は生産・設備投資ともに高水準で
推移し全体を牽引する。このため、実質経済成長
率は全国水準を上回る成長となる。

【主な要因】

■管内経済の特徴
管内経済を需要面からみると、政府消費と公共

投資を合わせた公的部門のシェアが沖縄、北海道
に次いで高いという特徴がある。
産業面からみると、需要面での特徴を反映して、

建設業と政府サービスの比率が全国よりもかなり
高い他、農林水産業、電気ガス水道等も全国より
高い。製造業の比率は全国より低めであるが、内
訳をみると、半導体を中心とした電気機械の出荷
額シェアが３３．８％（平成８～１０年度平均）と、信
越に次いで高くなっている。

■管内経済の現況
管内経済について生産面の動きをみると、鉱工

業生産指数は、バブル崩壊局面では全国同様落ち
込んだが、下落幅は全国よりも小さかった。その
後平成５年度半ばからの回復局面では、全国とほ
ぼ同様の増加をしていたが、８年度後半以降は全
国水準を上回って推移している。
一方、雇用面では、有効求人倍率の動きは、ほ

ぼ全国に準ずる動きとなっているが、バブル崩壊
前は全国より低め、崩壊後は総じて高めか同じ水
準で推移している。
■管内経済の見通し
管内経済の成長率は、バブル崩壊後は総じて全

国を上回って推移しており、１０年度以降も、その
基調に変化はなく推移していると推測される。
１３年度の管内経済は、公共投資は新幹線特需を
除き低調、輸出も海外経済の緩やかな減速により
減少する。繊維等の従来型産業、中小企業は依然
として不振が続く。しかし、情報通信関連需要拡
大を背景に主力の電機機械が生産、設備投資共に
高水準で推移し管内景気を下支えし、実質経済成
長率は＋２．０％と全国水準を上回る成長となる。

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

東 北 （参考）全国
名目GDP ３４６，３０４億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （６．６％）

農 林 水 産 ３．７％ １．５％
鉱 業 ０．４％ ０．２％
製 造 １９．３％ ２３．４％
建 設 １１．８％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ４．０％ ２．８％
卸 売 小 売 １３．１％ １３．５％
金 融 保 険 ３．４％ ４．５％
不 動 産 １０．６％ １１．１％
運 輸 通 信 ６．６％ ７．０％
サ ー ビ ス １４．７％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス １０．４％ ７．７％
対家計民間非営利 ２．１％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所） 経済企画庁資料

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
東 北
全 国

２．０％
１．７％

１．７％
１．５％

－０．３％
－０．４％

７．９％
６．４％

３．５％
２．３％

－５．４％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値。白塗り
の管内の計数は、全国の計数（９３SNAベース）からの
推定及び予測値。

（出所）経済企画庁資料

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料

実質経済成長率の推移と予測

３４郵政研究所月報 ２００１．２
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関東郵政局管内

○実質経済成長率＋１．８％と全国水準並の伸び

【概観】

関東郵政局管内は、１２管内最大の経済規模を誇
り、人口・世帯数の伸びが高いという特徴を持つ。
産業面では、機械等を中心に製造業の比率が高く、
不動産業のシェアも全国一である。
平成１３年度は、埼玉新都心建設に係わる工事等

の効果はあるものの、公共投資、住宅投資は総じ
て弱含む。一方、企業の設備投資は電機機械、一
般機械を中心に徐々に持ち直すほか、テーマパー
クや商業施設など民間設備投資は全国水準を上回
る。これらの結果、全国水準並の成長となる。

【主な要因】

■管内経済の特徴
経済規模は全管内中最大であり、名目GDPは

全国の約２割を占める。首都圏への人口集中の受
け皿として、過去ほぼ一貫して全国随一の人口・
世帯数の増加を記録している。
産業面では、製造業の構成比が約３割と東海に

次いで高く、臨海部に化学、石油、鉄鋼、非鉄な
どの素材産業、内陸部に一般、電気、輸送などの
機械産業が立地している。第３次産業のウェイト
は相対的に低いが、住宅、オフィス需要の大きさ
を背景に、不動産業の構成比は高い。

■管内経済の現況
管内経済について生産面の動きをみると、鉱工

業生産指数は、平成不況期から現在に至るまで全
国とほぼ同じ動きをしている。ただ水準では、１０
年度半ば以降は、全国水準を下回って推移してい
る。
一方、雇用面では、有効求人倍率はバブル期に

おいて全国値を上回る状況にあったが、バブル崩
壊後は落ち込み幅が全国より大きく、４年度半ば
以降は、ほぼ全国値を下回る水準で推移している。

■管内経済の見通し
管内経済の成長率は、４年度までは総じて全国

を上回って推移したものの、５年度以降は基調を
掴みにくい動きで推移しているものと推測される。
１３年度の管内経済は、埼玉新都心建設に係わる
工事等の効果はあるものの、公共投資、住宅投資
は総じて弱含む。一方、企業の設備投資は電機機
械、一般機械を中心に徐々に持ち直すほか、テー
マパークや商業施設など民間設備投資は全国水準
を上回る。これらの結果、実質経済成長率は＋
１．８％と全国水準並の伸びとなる。

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
関 東
全 国

１．８％
１．７％

１．６％
１．５％

－０．３％
－０．４％

７．０％
６．４％

２．９％
２．３％

－３．４％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値。白塗り
の管内の計数は、全国の計数（９３SNAベース）からの
推定及び予測値。

（出所）経済企画庁資料

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料

実質経済成長率の推移と予測

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

関 東 （参考）全国
名目GDP １，０１８，８２２億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （１９．５％）

農 林 水 産 １．２％ １．５％
鉱 業 ０．１％ ０．２％
製 造 ２８．４％ ２３．４％
建 設 ８．８％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ２．７％ ２．８％
卸 売 小 売 ９．９％ １３．５％
金 融 保 険 ３．６％ ４．５％
不 動 産 １４．０％ １１．１％
運 輸 通 信 ６．１％ ７．０％
サ ー ビ ス １５．８％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス ７．３％ ７．７％
対家計民間非営利 ２．２％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所） 経済企画庁資料

３５ 郵政研究所月報 ２００１．２
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東京郵政局管内

○実質経済成長率＋１．９％と全国水準並の伸び

【概観】

東京郵政局管内は、首都機能を有する特性上、
物流、情報、金融の中心地として、各種の第３次
産業が発達している。また、公共投資と政府消費
を合わせた公的需要への依存度は全国最低である。
平成１３年度は、公共投資は先細るものの、商業

施設を中心とした設備投資の増加、他管内に比べ
て住宅投資の息切れも小幅に止まるとみられる等、
民間需要が全体を牽引し全国水準並の成長となる。

【主な要因】

■管内経済の特徴
管内経済を需要面からみると、民需のシェアが

８８％と全国で最も高く、逆に公的需要への依存度
は１２％と極めて低い構造になっている。
産業面ではサービス業の構成比が最も高く、卸

売・小売業がこれに続く。その他の第３次産業の
比率も総じて高いが、中でも、金融保険業、運輸
通信業の比率は、全国値に比べ高くなっている。
製造業のシェアは全国値に比べて低く、内訳も、
出版・印刷業が約３割を占める等の特徴を有する。

■管内経済の現況
管内経済について生産面の動きをみると、鉱工

業生産指数は、バブル崩壊後の落ち込みが全国よ
り大きく、回復も全国にやや遅れて始まった。回
復後の動きは、全国とほぼ同様の水準で推移して
いたが、９年度半ば以降は、全国から徐々に乖離
してきている。
一方、雇用面では、有効求人倍率は、バブル崩

壊後の落ち込みは全国に比べて急激で、４年度以
降、総じて全国を下回っている。ただ、足元では
再び全国を上回って推移してきている。

■管内経済の見通し
管内経済の成長率は、３年度に基調が変わり、

それ以降全国を下回る成長率で推移していたが、
８年度以降は、全国とほぼ同じか、やや上回る成
長率で推移しているものと推測される。
平成１３年度の管内経済は、羽田空港の第二滑走

路建設等の事業はあるものの、公共投資減少は明
らかで、前年に続き建設、不動産、金融業を中心
に企業の再編・淘汰が予想される。しかし、情報
産業が好調なこと、他管内に比べて住宅投資の息
切れが小幅に止まるとみられる等、民間需要が全
体を牽引し、実質経済成長率は＋１．９％と全国水
準並の成長となる。

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
東 京
全 国

１．９％
１．７％

１．７％
１．５％

－０．２％
－０．４％

５．９％
６．４％

１．８％
２．３％

－３．３％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値。白塗り
の管内の計数は、全国の計数（９３SNAベース）からの
推定及び予測値。

（出所） 経済企画庁資料

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料

実質経済成長率の推移と予測

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

東 京 （参考）全国
名目GDP ９１８，８６１億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （１７．６％）

農 林 水 産 ０．４％ １．５％
鉱 業 ０．１％ ０．２％
製 造 １６．３％ ２３．４％
建 設 ６．７％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ２．１％ ２．８％
卸 売 小 売 １７．５％ １３．５％
金 融 保 険 ７．６％ ４．５％
不 動 産 ８．７％ １１．１％
運 輸 通 信 ９．２％ ７．０％
サ ー ビ ス ２４．５％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス ５．２％ ７．７％
対家計民間非営利 ２．０％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所） 経済企画庁資料

３６郵政研究所月報 ２００１．２
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信越郵政局管内

○実質経済成長率＋１．４％と全国水準を下回る伸び

【概観】

信越郵政局管内の特徴としては、公的需要とそ
れに関連した建設業のウェイトが高いこと、製造
業のうちでは電機、一般機械、精密など、機械系
の業種のウェイトが高いということがあげられる。
平成１３年度は、公共投資は北陸新幹線需要以外

は不振。しかし、設備投資は情報通信関連の製造
業が好調に推移する。建設業以外の雇用・所得環
境回復で個人消費も緩やかに回復するものの、民
需の伸びは全国をやや下回る。実質経済成長率は、
全国水準を下回る成長となる。

【主な要因】

■管内経済の特徴
管内経済を需要面からみると、公的固定資本形

成のシェアの高さが特徴としてあげられる。五輪
関連施設や交通インフラ整備のための投資が増え
たことなどから、平成７～９年度平均で１３％を超
え、沖縄管内、北海道に次ぐ大きさとなっている。
産業面からみると、公的需要の関連で建設業の

シェアが高く、全国水準を大きく上回っている。
製造業のシェアも大きく、内訳をみると、電機、
一般、精密の機械３業種のシェアが大きい。また
機械以外では、食料品や金属のウェイトが高い。

■管内経済の現況
管内経済について生産面の動きをみると、鉱工

業生産指数は、３年度以降は全国とほぼ同じ水準
で推移していたが、１０年度以降は総じて全国を下
回る水準で推移しており、足元ではその差がやや
拡大している。
一方、雇用面では、有効求人倍率は一貫して全

国水準を大きく上回っているが、足元では、９年
度後半から全国との差が次第に縮小してきている。

■管内経済の見通し
管内経済の成長率は、昭和６１年度以降、全国か

ら大きく下回って推移していたが、３年度以降は
逆に全国を上回る成長となった。この要因には、
冬季五輪開催に伴う関連工事の増等が挙げられよ
う。９年度はその反動で大きく落ち込んだが、そ
れ以降も総じて低調に推移していると推測される。
平成１３年度の管内経済は、公共投資は北陸新幹

線需要以外は不振。しかし、設備投資は電機、精
密機械等情報通信関連業種が好調に推移。建設業
以外の雇用・所得環境回復で個人消費も緩やかに
回復するが、民需の伸びは全国をやや下回る。こ
の結果、実質経済成長率は全国水準を下回る。

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

信 越 （参考）全国
名目GDP １８３，６３５億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （３．５％）

農 林 水 産 ２．５％ １．５％
鉱 業 ０．６％ ０．２％
製 造 ２４．２％ ２３．４％
建 設 １２．７％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ４．４％ ２．８％
卸 売 小 売 １０．４％ １３．５％
金 融 保 険 ３．６％ ４．５％
不 動 産 １０．７％ １１．１％
運 輸 通 信 ５．９％ ７．０％
サ ー ビ ス １４．７％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス ８．２％ ７．７％
対家計民間非営利 ２．３％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所） 経済企画庁資料

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
信 越
全 国

１．４％
１．７％

１．２％
１．５％

－０．７％
－０．４％

５．９％
６．４％

１．７％
２．３％

－１．７％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値。白塗り
の管内の計数は、全国の計数（９３SNAベース）からの
推定及び予測値。

（出所）経済企画庁資料

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料

実質経済成長率の推移と予測

３７ 郵政研究所月報 ２００１．２
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鉱工業生産指数　　　北陸�
同　　　　　　　　　全国�
有効求人倍率（右軸）北陸�
同　　　　　（右軸）全国�

北陸郵政局管内

○実質経済成長率＋１．３％と全国水準を下回る伸び

【概観】

北陸郵政局管内の主力産業は、伝統的な繊維、
化学や金属などであり、需要面では公共投資や民
間設備投資のウェイトが相対的に高い。
平成１３年度は、主力産業の維繊やアルミ建材は

輸入品増加や生産過剰等から不振が続く。設備投
資の好調なIT製造業も集積は少ないうえ、雇
用・所得環境の厳しさから個人消費も低調となり、
民需の伸びは全国を下回る。これらの結果、実質
経済成長率は全国水準を下回る成長となる。

【主な要因】

■管内経済の特徴
管内経済を産業面からみると、他管内と比べて

電気・ガス・水道業のシェアが極めて高いという
特徴がある。福井県の原子力発電所と富山県の水
力発電の影響によると思われる。また製造業の内
訳では伝統的な繊維や化学（医薬品）、金属製品
のシェアが高い。
また需要面からみると、大型投資を要する電気

機械が主力産業であることから、民間設備投資の
シェアは全国トップとなっている。また、公共投
資のシェアも全国より高く、１０％を超えている。

■管内経済の現況
管内経済について生産面の動きをみると、鉱工

業生産指数は、総じて全国と同じ水準で推移して
おり、３年度からで見ると全国との差は０．３４と、
極めて小さいものとなっている。
一方雇用面では、有効求人倍率は一貫して全国

水準を大きく上回って推移しているが、直近の状
況をみると、９年度後半から１倍以下となってお
り、全国との差も縮小してきている。

■管内経済の見通し
管内経済の成長率は、全国から大きく乖離する

ことなく推移している。１０年度は大きく落ち込み
マイナス成長となったものの、その後も全国の成
長率とほぼ同じ水準で推移しているものと推測さ
れる。
平成１３年度の管内経済は、主力産業の維繊は海

外からの輸入品攻勢により、また、アルミ建材は
生産過剰や住宅・公共投資の息切れから不振が続
く。設備投資の好調なIT製造業も集積は少ない
うえ、雇用・所得環境の厳しさから消費も低調に
推移し、民需の伸びは全国を下回る。これらの結
果、実質経済成長率は＋１．３％と全国水準を下回
る。

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

北 陸 （参考）全国
名目GDP １２６，１１６億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （２．４％）

農 林 水 産 １．５％ １．５％
鉱 業 ０．２％ ０．２％
製 造 ２５．７％ ２３．４％
建 設 ９．３％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ６．１％ ２．８％
卸 売 小 売 １３．１％ １３．５％
金 融 保 険 ３．９％ ４．５％
不 動 産 ９．６％ １１．１％
運 輸 通 信 ５．４％ ７．０％
サ ー ビ ス １４．６％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス ８．６％ ７．７％
対家計民間非営利 ２．０％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所） 経済企画庁資料

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
北 陸
全 国

１．３％
１．７％

１．１％
１．５％

－０．７％
－０．４％

４．４％
６．４％

０．２％
２．３％

－６．４％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値。白塗り
の管内の計数は、全国の計数（９３SNAベース）からの
推定及び予測値。

（出所）経済企画庁資料

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料

実質経済成長率の推移と予測

３８郵政研究所月報 ２００１．２
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東海郵政局管内

○実質経済成長率＋１．９％と全国水準並みの伸び

【概観】

東海郵政局管内の主力産業は、製造業、特に自

動車産業であり、また、移出超過管内でもあるこ

とから、自動車等の輸出や他管内への販売状況が

管内経済に及ぼす影響は大きい。

平成１３年度は、国内自動車販売の回復、製造業

を中心とした設備投資の増、大き目の案件を控え

た公共事業の寄与等により、全国水準並の成長と

なる。

【主な要因】

■管内経済の特徴
管内経済を産業面からみると、製造業のシェア

が３分の１を超え、１２管内中最高であるという特

徴があり、そのため他産業のシェアは、ほぼ全国

より小さくなっている。製造業の内訳をみると、

自動車等の輸送機械が主力で、その出荷額シェア

は３０％を超え、これも１２管内中最高である。その

他では、自動車産業と関連の深いプラスチックや、

ゴム等が全国シェアを上回っている。

需要面からみると、移出入の構成比が１５％以上

を占めており、自動車等の輸出や他管内への販売

状況が管内経済に及ぼす影響は大きい。

■管内経済の現況
管内経済について生産面の動きをみると、鉱工

業生産指数は、５年度末から７年度末までは全国

とほぼ同水準で推移したものの、それ以外の期間

は、全国をほぼ上回る水準で推移している。

一方、雇用面では、有効求人倍率はバブル崩壊

後大きく落込んだものの、一貫して全国平均を上

回っており、相対的には良好な雇用環境を維持し

ている。

■管内経済の見通し
管内経済の成長率は、昭和５６年度以降、一貫し

て全国を上回ってきた。平成５年度はマイナス成

長となったが、７年度以降は、全国平均と同水準

か、若干上回って推移したと推測される。

平成１３年度の管内経済は、主要産業である自動

車産業の国内販売の回復や、電機機械、一般機械

といった、製造業を中心とした設備投資の増、ま

た、公共投資依存度は低いが、中部国際空港や愛

知万博、第二東名の建設といった大き目の案件も

あり、全体として、実質経済成長率は＋１．９％と

全国水準並の成長となる。

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

東 海 （参考）全国
名目GDP ６３６，７０８億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （１２．２％）

農 林 水 産 １．３％ １．５％
鉱 業 ０．２％ ０．２％
製 造 ３３．９％ ２３．４％
建 設 ７．９％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ２．５％ ２．８％
卸 売 小 売 １２．０％ １３．５％
金 融 保 険 ３．５％ ４．５％
不 動 産 ９．９％ １１．１％
運 輸 通 信 ６．７％ ７．０％
サ ー ビ ス １３．９％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス ６．５％ ７．７％
対家計民間非営利 １．７％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所）経済企画庁資料

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
東 海
全 国

１．９％
１．７％

１．６％
１．５％

－０．３％
－０．４％

６．６％
６．４％

２．５％
２．３％

－１．５％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値。白塗り
の管内の計数は、全国の計数（９３SNAベース）からの
推定及び予測値。

（出所）経済企画庁資料

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料

実質経済成長率の推移と予測

３９ 郵政研究所月報 ２００１．２



－2.0
－1.0
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
8.0

5657585960616263元�2 3 4 5 6 7 8 9 10111213

（前年度比％）�

近畿�
全国�

65
70
75
80
85
90
95
100
105
110
115

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
0.2

0.6
0.4

0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2.0
2.2

鉱工業生産指数　　　近畿�
同　　　　　　　　　全国�
有効求人倍率（右軸）近畿�
同　　　　　（右軸）全国�

（倍）�

（年度）�

（平成７年＝100）�

近畿郵政局管内

○実質経済成長率＋１．３％と全国水準を下回る伸び

【概観】

近畿郵政局管内は、産業面では、製造業、卸売
小売業、不動産業のシェアが全国平均より高く、
需要面では公共投資や政府消費の比率が低いとい
う特徴がある。
平成１３年度の管内経済は、管内での比重の大き

い中小企業・素材産業の低迷がマイナス寄与とな
り、設備投資や個人消費等、民需の伸びは全国を
下回る。また、公共投資も全体としては減少する
ため、実質経済成長率は、全国水準を下回る成長
となる。

【主な要因】

■管内経済の特徴
管内経済を産業面からみると、不動産業や製造

業が全国より高くなっている他、商業都市大阪を
抱えるため、卸売小売業のシェアも全国より高く
なっている。一方、第１次産業のシェアは１％を
割り、東京に次ぐ低さとなっている。
需要面からみると、公共投資や政府消費のシェ

アが１割以下と低く、全国でも二番目ないし三番
目の低さとなっている。

■管内経済の現況
管内経済について生産面の動きをみると、鉱工

業生産指数は、バブル崩壊後の落ち込みが全国よ
り大きかった。７年度以降は、震災復興需要等も
あり概ね全国を上回る水準で推移していたが、１０
年度以降は逆に概ね全国水準を下回っている。
一方、雇用面では、有効求人倍率は一貫して全

国を下回る水準にある。８年度以降をみると、全
国に比べて約０．１１倍下回って推移している。

■管内経済の見通し
管内経済の成長率は、平成３年度以降３年間は

全国水準を上回って推移していたいが、６年度以
降は、ほぼ全国を下回る水準で推移したと推測さ
れる。８年度は全国とほぼ同程度の水準に回復し
たが、これは震災に係る復興需要等の下支えによ
るものと言えよう。
平成１３年度の管内経済は、電機機械等の製造業

での設備投資の増はあるものの、管内での比重の
大きい中小企業・素材産業の低迷や、それに伴う
厳しい雇用情勢が続くとみられ、全体として設備
投資や個人消費等、民需の伸びは全国を下回る。
また、公共投資も関西国際空港等の事業はあるも
のの、全体としては減少するため、実質経済成長
率は＋１．３％と全国水準を下回る成長となる。

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

近 畿 （参考）全国
名目GDP ８６６，８７１億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （１６．６％）

農 林 水 産 ０．６％ １．５％
鉱 業 ０．１％ ０．２％
製 造 ２４．７％ ２３．４％
建 設 ７．４％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ２．５％ ２．８％
卸 売 小 売 １４．１％ １３．５％
金 融 保 険 ４．６％ ４．５％
不 動 産 １３．３％ １１．１％
運 輸 通 信 ６．４％ ７．０％
サ ー ビ ス １６．９％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス ７．０％ ７．７％
対家計民間非営利 ２．３％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所） 経済企画庁資料

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
近 畿
全 国

１．３％
１．７％

１．１％
１．５％

－０．８％
－０．４％

６．１％
６．４％

２．０％
２．３％

－３．６％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値。白塗り
の管内の計数は、全国の計数（９３SNAベース）からの
推定及び予測値。

（出所） 経済企画庁資料

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料

実質経済成長率の推移と予測

４０郵政研究所月報 ２００１．２
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中国郵政局管内

○実質経済成長率＋２．０％と全国水準を上回る伸び

【概観】

中国郵政局管内の特徴としては、瀬戸内海沿岸
に工業地帯が発達しており製造業の占めるシェア
が全国と比べて高いこと、また公的部門の役割も
大きいことが挙げられる。
平成１３年度は、海外経済の緩やかな減速により、

海外向け輸出がやや減少するものの、内需の回復
を背景とした電機機械等の製造業を中心とした生
産・設備投資の増が全体を牽引するため、全体と
して実質経済成長率は、全国水準を上回る成長と
なる。

【主な要因】

■管内経済の特徴
管内経済を産業面からみると、製造業の占める

シェアが東海、関東管内に次いで３番目に大きい
のが特徴である。一方、サービス業、不動産、金
融・保険などは全国平均を下回っている。工業地
域は瀬戸内海沿岸に集中しており、倉敷・水島地
域や徳山では化学、福山では鉄鋼、広島・呉地域
では自動車、鉄鋼、造船などが発達している。
また、需要面からみると、政府部門の占める割

合が全国に比べて高い。
■管内経済の現況

管内経済について生産面の動きをみると、鉱工
業生産指数は、バブル崩壊後の落ち込みが全国よ
りも緩やかで、回復も全国に比べて高かった。し
かし、７年度後半以降はほぼ全国を下回っている。
一方、雇用面では、有効求人倍率は一貫して全

国水準を大きく上回っている。７年度までは落ち
込んだものの、８年度後半から９年度前半にかけ
ては１倍を上回る勢いを見せた。その後は再び低
下したが、１１年度後半から改善してきている。

■管内経済の見通し
管内の経済成長率は、円高不況等の不況期には

全国を下回り、好況期には、ほぼ全国並みとなっ
ていた。これは、管内経済における自動車、鉄鋼、
化学、ITを中心とした電機等の製造業の占める
割合が高いことから、企業の設備投資動向や為替
レートの影響を受けやすいためである。
平成１３年度の管内経済は、海外経済の緩やかな

減速により、アジアやEU等、海外向け輸出がや
や減少するが、内需の回復を背景とした電機機械、
化学といった製造業を中心とした生産・設備投資
の増が全体を牽引するため、全体として実質経済
成長率は＋２．０％と全国水準を上回る成長となる。

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

中 国 （参考）全国
名目GDP ２９７，４４６億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （５．７％）

農 林 水 産 １．６％ １．５％
鉱 業 ０．３％ ０．２％
製 造 ２６．３％ ２３．４％
建 設 ９．０％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ３．１％ ２．８％
卸 売 小 売 １４．３％ １３．５％
金 融 保 険 ３．７％ ４．５％
不 動 産 ９．１％ １１．１％
運 輸 通 信 ６．９％ ７．０％
サ ー ビ ス １４．５％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス ９．１％ ７．７％
対家計民間非営利 １．９％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所） 経済企画庁資料より作成

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
中 国
全 国

２．０％
１．７％

１．７％
１．５％

－０．２％
－０．４％

７．０％
６．４％

２．８％
２．３％

－３．５％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値（昭和６０
年では岡山県を除くベース）。白塗りの管内の計数は、
全国の計数（９３SNAベース）からの推定及び予測値。

（出所）経済企画庁

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料より作成

実質経済成長率の推移と予測

４１ 郵政研究所月報 ２００１．２
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四国郵政局管内

○実質経済成長率＋１．１％と全国水準を下回る伸び

【概観】

四国郵政局管内の特徴は、農林水産、政府サー
ビス、建設業のシェアが全国と比べて高く、その
分製造業やサービス業等が低くなっている。また、
総人口の増加率は低迷している。
平成１３年度の管内経済は、電機機械、化学等の

IT関連産業の好調さは維持されるものの、地場
産業の不振やウエイトの大きい公共投資の減等か
ら、全国水準を下回る成長となる。

【主な要因】

■管内経済の特徴
管内経済を産業面からみると、野菜や果物の栽

培など農林水産業の割合が全国と比べて高い。ま
た、政府サービス、建設業のシェアも高いことか
ら製造業などは全国を下回っている。製造業は、
瀬戸内海沿岸を中心に紙・パルプ、石油化学、機
械、造船などがある。食品や木材・家具も多い。
また、タオルや、手袋、陶磁器などの地場産業が
盛んである。
需要面からみると、公的部門のウェイトが全国

に比べて高い。なお、管内総人口は伸び悩み昭和
６３年から減少基調が続いており、世帯数の伸びも
全国に比べると低くなっている。

■管内経済の現況
管内経済について生産面の動きをみると、鉱工

業生産指数は、バブル崩壊後の落ち込みは全国と
比べて緩やかであったものの、総じて全国より低
い水準で推移している。
一方、雇用面では、有効求人倍率は３年度後半

以降、一貫して全国を下回る水準で推移している
が、直近ではやや全国水準に近づきつつある。

■管内経済の見通し
管内の経済成長率は、昭和５６年度以降、ほぼ全

国水準を下回って推移した。その後、平成４年度
から８年度は、公的需要の下支えを主因に全国水
準を上回って推移したものの、９年度には一気に
マイナス成長となった。その後もほぼ全国水準を
下回って推移したと推測される。
平成１３年度の管内経済は、電機機械、化学、パ

ルプ・紙等の産業の好調さは維持されるものの、
地場産業の不振やウエイトの大きい公共投資の減、
しまなみ街道効果剥落による観光の落ち込み等か
ら、実質経済成長率は＋１．１％と全国水準を下回
る成長となる。

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

四 国 （参考）全国
名目GDP １４２，６２０億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （２．７％）

農 林 水 産 ３．５％ １．５％
鉱 業 ０．３％ ０．２％
製 造 ２１．４％ ２３．４％
建 設 ９．５％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ３．３％ ２．８％
卸 売 小 売 １３．０％ １３．５％
金 融 保 険 ４．１％ ４．５％
不 動 産 ９．９％ １１．１％
運 輸 通 信 ６．９％ ７．０％
サ ー ビ ス １５．３％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス １０．５％ ７．７％
対家計民間非営利 ２．２％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所） 経済企画庁資料より作成

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
四 国
全 国

１．１％
１．７％

１．０％
１．５％

－１．０％
－０．４％

３．７％
６．４％

０．３％
２．３％

－４．０％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値。白塗り
の管内の計数は、全国の計数（９３SNAベース）からの
推定及び予測値。

（出所） 経済企画庁

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料より作成

実質経済成長率の推移と予測

４２郵政研究所月報 ２００１．２



－1.0
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0

5657585960616263元�2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

（前年度比％）�
九州�
全国�

60
65
70
75
80
85
90
95
100
105
110

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2.0
2.2
2.4

（倍）�

（年度）�

（平成７年＝100）�

鉱工業生産指数　　　九州�
同　　　　　　　　　全国�
有効求人倍率（右軸）九州�
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九州郵政局管内

○実質経済成長率＋１．９％と全国水準並みの伸び

【概観】

九州郵政局管内は、サービス業や農林水産業等

のウェイトが比較的高く、製造業のシェアが全国

に比べて低い。また、公的部門への依存度が比較

的高く、建設業の比率は全国に比べて高い。

平成１３年度は、アジア等海外経済の緩やかな鈍

化等は危惧されるものの、全国の生産額の約３割

を占める半導体等のIT関連関連産業の好調さは

維持されるため、全体として実質経済成長率は、

全国水準並みの成長となる。

【主な要因】

■管内経済の特徴
管内経済を産業面からみると、アジアに隣接す

る地理的条件を生かして観光が発達していること

などからサービス業のウェイトが高く、南九州を

中心に盛んな農林業も高くなっている。一方、製

造業の割合は全国で４番目に低いが、北部の鉄鋼、

造船などの重工業の割合は、全国に比べて高い。

また、半導体や関連産業も発達している。

需要項目別では、公的部門の割合が全国に比べ

て高く、建設業の比率も全国より高くなっている。

■管内経済の現況
管内経済について生産面の動きをみると、鉱工

業生産指数は、バブル崩壊後は全国に比べて際

立った落ち込みはなかったものの、６、７年度の

一時期を除き、総じて全国の水準を下回って推移

している。

一方、雇用面では、有効求人倍率は一貫して全

国水準を下回っているが、全国との乖離幅は小さ

く、５年度後半以降は平均して全国と０．１倍以下

の差で推移している。

■管内経済の見通し
管内の実質経済成長率は、昭和５６年度以降、ほ

ぼ全国水準を下回る経済成長であったが、平成５

年度から７年度までは全国水準を大きく上回って

推移した。しかし、平成８年度以降は、ほぼ全国

並みの経済成長率で推移したものと推測される。

平成１３年度の管内経済は、アジア等海外経済の

緩やかな鈍化や大規模観光施設の経営危機の影響

は危惧されるものの、全国の生産額の約３割りを

占める半導体、精密機械等のIT関連産業の好調

さは維持されるため、全体として実質経済成長率

は＋１．９％と全国水準並みの成長となる。

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

九 州 （参考）全国
名目GDP ４５１，００３億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （８．６％）

農 林 水 産 ３．２％ １．５％
鉱 業 ０．４％ ０．２％
製 造 １７．２％ ２３．４％
建 設 ９．２％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ２．９％ ２．８％
卸 売 小 売 １６．０％ １３．５％
金 融 保 険 ３．７％ ４．５％
不 動 産 １０．０％ １１．１％
運 輸 通 信 ７．２％ ７．０％
サ ー ビ ス １７．９％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス ９．７％ ７．７％
対家計民間非営利 ２．７％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所） 経済企画庁資料より作成

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
九 州
全 国

１．９％
１．７％

１．８％
１．５％

－０．１％
－０．４％

６．６％
６．４％

２．４％
２．３％

－３．３％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値。白塗り
の管内の計数は、全国の計数（９３SNAベース）からの
推定及び予測値。

（出所） 経済企画庁

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料より作成

実質経済成長率の推移と予測

４３ 郵政研究所月報 ２００１．２
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沖縄総合通信事務所管内

○実質経済成長率＋１．１％と全国水準を下回る伸び

【概観】

沖縄総合通信事務所管内は、他管内に比べて人
口、世帯数の伸びが極めて高いという特徴がある。
公需依存度が高く、観光サービス、政府サービス、
建設業が３大産業である。
平成１３年度は、沖縄サミット開催による公共投

資、関連事業への効果が剥落することや、管内の
産業構造から、電機機械等の設備投資の増も想定
できないこと等から、実質経済成長率は全国水準
を下回る伸びとなる。

【主な要因】

■管内経済の特徴
管内経済を需要面からみると、管内総支出に占

める政府消費、公共投資の比率がそれぞれ約１９％、
１７％と高く、公的需要依存度が全国で一番高い。
産業面では、観光業を中心とするサービス業が

最大の産業であり、上述の需要構造を反映して、
政府サービスと建設業のシェアも高くなっている。
製造業の比率は僅か５．８％と際立って低く、１２管
内中最低である。内訳では食料品と飲料で出荷額
の約４割を占めている。なお、当管内における人
口及び世帯数の伸びは、他管内がほとんど減少基
調で推移する中、極めて高い伸びで推移している。

■管内経済の現況
管内経済について生産面の動きをみると、鉱工

業生産指数は、鉱工業部門の規模自体が小さいこ
とから、その動きは全国値に比べて変動が極めて
大きい。８年度当初以降は全国から大きく下回っ
て推移しており、徐々に乖離幅が拡大している。
一方、雇用面も、有効求人倍率は常に全国値を

大きく下回る水準で推移している。ただ、バブル
崩壊後の落ち込みは、全国に比べて緩やかなもの
になっており、直近では全国との乖離もやや縮小
している。

■管内経済の見通し
当管内の実質経済成長率は、経営規模の小ささ

を反映して変動が大きい傾向があるが、平成５年
度以降は、ほぼ全国水準を下回って推移したと推
測される。
平成１３年度の管内経済は、沖縄サミット開催に

よる公共投資、関連事業への効果が剥落すること
や、管内の産業構造から、電機機械等の設備投資
の増も想定できないこと等から、実質経済成長率
は＋１．１％と全国水準を下回る伸びとなる。

管内GDP構成比（平成７～９年度平均）

沖 縄 （参考）全国
名目GDP ３４，４００億円 ５，２２９，４３９億円
対全国シェア （０．７％）
農 林 水 産 ２．３％ １．５％
鉱 業 ０．３％ ０．２％
製 造 ５．８％ ２３．４％
建 設 １２．９％ ８．７％
電 気 ガ ス 水 道 ３．３％ ２．８％
卸 売 小 売 １３．０％ １３．５％
金 融 保 険 ３．７％ ４．５％
不 動 産 １０．３％ １１．１％
運 輸 通 信 ７．４％ ７．０％
サ ー ビ ス ２２．３％ １７．４％
政 府 サ ー ビ ス １５．９％ ７．７％
対家計民間非営利 ２．８％ ２．１％
合 計 １００．０％ １００．０％

（出所） 経済企画庁資料より作成

実質GDP 民間消費 民間住宅 民間設備 政府消費 公共投資
沖 縄
全 国

１．１％
１．７％

１．０％
１．５％

－０．８％
－０．４％

１．２％
６．４％

０．１％
２．３％

－３．１％
－３．５％

（注） 黒塗りは郵政研究所による推定及び予測値。白塗り
の管内の計数は、全国の計数（９３SNAベース）からの
推定及び予測値。

（出所）経済企画庁

鉱工業生産指数と有効求人倍率の推移

（注） データは季調済み。
（出所） 通商産業省、労働省資料より作成

実質経済成長率の推移と予測

４４郵政研究所月報 ２００１．２



名目管内総支出 産業別構成比（平成７～９年度平均） （単位：％）

農 林
水 産 鉱 業 製造業 建設業 電 気

ガス水道
卸 売
小 売

金 融
保 険 不動産 運 輸

通 信 サービス 政 府
サービス

対家計民
間非営利

名目管内
総 支 出

北海道 ３．７ ０．３ １０．６ １３．３ ２．５ １４．０ ３．６ １０．６ ８．３ １８．６ １２．４ ２．２ １００．０
東 北 ３．７ ０．４ １９．３ １１．８ ４．０ １３．１ ３．４ １０．６ ６．６ １４．７ １０．４ ２．１ １００．０
関 東 １．２ ０．１ ２８．４ ８．８ ２．７ ９．９ ３．６ １４．０ ６．１ １５．８ ７．３ ２．０ １００．０
東 京 ０．１ ０．１ １６．３ ６．７ ２．１ １７．５ ７．６ ８．７ ９．２ ２４．５ ５．２ ２．０ １００．０
信 越 ２．５ ０．６ ２４．２ １２．７ ４．４ １０．４ ３．６ １０．７ ５．９ １４．７ ８．２ ２．３ １００．０
北 陸 １．５ ０．２ ２５．７ ９．３ ６．１ １３．１ ３．９ ９．６ ５．４ １４．６ ８．６ ２．０ １００．０
東 海 １．３ ０．２ ３３．９ ７．９ ２．５ １２．０ ３．５ ９．９ ６．７ １３．９ ６．５ １．７ １００．０
近 畿 ０．６ ０．１ ２４．７ ７．４ ２．５ １４．１ ４．６ １３．３ ６．４ １６．９ ７．０ ２．３ １００．０
中 国 １．６ ０．３ ２６．３ ９．０ ３．１ １４．３ ３．７ ９．１ ６．９ １４．５ ９．１ １．９ １００．０
四 国 ３．５ ０．３ ２１．４ ９．５ ３．３ １３．０ ４．１ ９．９ ６．９ １５．３ １０．５ ２．２ １００．０
九 州 ３．２ ０．４ １７．２ ９．２ ２．９ １６．０ ３．７ １０．０ ７．２ １７．９ ９．７ ２．７ １００．０
沖 縄 ２．３ ０．３ ５．８ １２．９ ３．３ １３．０ ３．７ １０．３ ７．４ ２２．３ １５．９ ２．８ １００．０
全 国 １．５ ０．２ ２３．４ ８．７ ２．８ １３．５ ４．５ １１．１ ７．０ １７．４ ７．７ ２．１ １００．０

（注） データは６８SNAベース。全国は県民経済計算年報による４７都道府県合計であり、国民経済計算年報の値とは一致しない。
名目管内総支出は「輸入税－その他－帰属利子」を除いたもので、これに対する構成比を計算している。
太字は全国＋σ以上。

（資料） 経済企画庁

管内工業統計出荷額構成比（平成８～１０年平均）
（単位：％）

食料品 飲 料 繊 維 衣 服 木 材 家 具 パルプ・ 紙
出版・
印 刷 化 学 石 油 プラスチック ゴ ム 皮 革 窯業・土 石 鉄 鋼 非 鉄 金 属 一般機械 電 機 輸 送 精 密 その他 合 計

北海道 ３１．７ ６．５ ０．１ ０．８ ４．９ １．７ ８．９ ５．２ ２．５ ６．４ １．７ ０．３ ０．２ ５．４ ３．９ ０．２ ６．１ ３．５ ６．１ ３．２ ０．１ ０．７ １００．０

東 北 １１．６ ６．３ ０．４ ２．８ ２．６ １．０ ３．３ ２．４ ４．１ １．４ ２．５ １．１ ０．４ ４．３ ２．２ １．９ ４．４ ５．８ ３３．８ ４．１ ２．５ １．３ １００．０

関 東 ７．４ ３．１ ０．４ ０．７ ０．６ ０．８ １．９ ２．１ ９．７ ３．８ ３．９ ０．９ ０．２ ２．５ ４．２ ３．０ ５．５ １１．３ ２１．５ １３．２ １．５ １．７ １００．０

東 京 ５．１ １．４ ０．２ １．１ ０．４ ０．８ １．６ ２８．９ ４．８ ０．２ １．８ ０．８ １．３ １．２ １．２ ０．６ ３．５ ６．６ ２４．８ ８．３ ３．４ ２．０ １００．０

信 越 ９．６ ２．６ １．１ １．９ １．２ １．１ ２．１ ２．５ ３．９ １．２ ２．５ ０．２ ０．２ ２．９ ２．０ １．４ ７．２ １２．３ ３５．０ ３．８ ４．２ １．２ １００．０

北 陸 ４．６ ２．０ ７．６ ３．０ ２．３ １．４ ３．０ ２．６ ９．３ １．０ ４．１ ０．２ ０．０ ３．４ ２．１ ４．４ １２．０ １３．３ １７．５ ２．８ １．５ １．８ １００．０

東 海 ５．２ ２．３ １．７ ０．９ １．１ １．２ ２．９ １．８ ５．４ １．２ ４．１ １．３ ０．１ ３．３ ３．４ １．９ ４．５ ９．７ １２．２ ３３．６ ０．８ １．５ １００．０

近 畿 ６．７ ３．８ ２．２ ２．０ １．０ １．１ ２．７ ４．５ ８．８ ２．６ ３．９ １．１ ０．５ ３．０ ６．２ ２．１ ７．８ １３．３ １６．５ ６．６ １．２ ２．３ １００．０

中 国 ６．３ ２．８ ０．９ ２．８ １．９ １．０ ２．１ １．７ １２．０ ６．７ ２．４ １．５ ０．１ ３．１ １０．５ １．７ ３．９ ９．６ １０．９ １７．０ ０．４ ０．８ １００．０

四 国 １０．１ ５．８ １．４ ３．６ ３．２ １．９ １０．５ ２．３ ９．６ ５．５ ２．４ ０．５ ０．３ ４．０ １．２ ４．４ ４．７ ９．３ １３．４ ５．１ ０．２ ０．７ １００．０

九 州 １２．９ ７．２ ０．６ １．９ １．９ １．６ １．８ ３．４ ６．３ １．４ ２．０ １．９ ０．１ ５．６ ５．８ １．５ ５．４ ７．５ １７．６ １１．９ ０．８ ０．９ １００．０

沖 縄 ２５．４ １３．６ ０．１ ０．６ ０．３ １．１ １．１ ８．７ １．０ ２２．５ １．０ × ０．０ １２．６ ２．５ × ７．７ ０．５ ０．６ ０．２ ０．０ × １００．０

全 国 ７．８ ３．４ １．２ １．５ １．３ １．１ ２．７ ４．３ ７．６ ２．７ ３．４ １．１ ０．３ ３．２ ４．４ ２．２ ５．６ １０．２ １８．５ １４．６ １．４ １．６ １００．０

（注） 太字は全国＋σ以上。
（資料） 通商産業省

〈参考〉各郵政局管内の経済構造

実質管内総支出 需要項目別構成比（平成７～９年度平均） （単位：％）

民間最終
消 費 民間住宅 民間設備

投 資
政府最終
消 費

公的資本
形 成 民間在庫 公的在庫 移 出 入 県 民

総 支 出
北海道管内 ６６．１ ５．２ １２．９ １３．９ １４．９ ０．２ ０．１ －１３．３ １００．０
東北管内 ５４．２ ５．２ １６．５ １１．４ １１．６ ０．４ ０．１ ０．７ １００．０
関東管内 ６０．３ ５．９ １４．８ ８．３ ６．７ ０．５ ０．０ ３．３ １００．０
東京管内 ３６．２ ３．０ １５．２ ７．９ ３．６ ０．０ ０．１ ３４．０ １００．０
信越管内 ５０．８ ５．５ １６．８ ８．６ １３．１ ０．５ ０．１ ４．６ １００．０
北陸管内 ５０．４ ５．２ １７．２ ８．９ １０．２ ０．７ ０．０ ７．５ １００．０
東海管内 ４７．９ ４．８ １６．７ ７．２ ６．３ ０．４ ０．０ １６．７ １００．０
近畿管内 ５４．７ ５．１ １５．０ ７．８ ７．８ ０．４ ０．１ ９．２ １００．０
中国管内 ５３．４ ４．６ １６．０ ９．９ １０．１ ０．３ ０．１ ５．７ １００．０
四国管内 ５７．１ ４．７ １５．６ １１．３ １１．２ ０．５ ０．１ －０．４ １００．０
九州管内 ５６．０ ４．６ １６．２ １０．４ １０．９ ０．３ ０．０ １．６ １００．０
沖縄管内 ５９．１ ６．５ １５．１ １８．８ １６．４ ０．４ ０．０ －１６．４ １００．０
全 国 ５２．１ ４．８ １５．５ ８．９ ８．０ ０．４ ０．１ １０．２ １００．０

（注） データは６８SNAベース。全国は県民経済計算年報による４７都道府県合計であり、国民経済計算年報の値とは一致しない。
太字は全国＋σ以上、斜字は全国－σ以下。

（資料） 経済企画庁

４５ 郵政研究所月報 ２００１．２



実質管内総支出 需要項目別全国シェア（平成７～９年度平均） （単位：％）

民間最終
消費支出 民間住宅 民間設備 政府最終

消費支出
公的資本
形 成 民間在庫 公的在庫 移 出 入 実質管内

総 支 出
北 海 道 ４．９ ４．２ ３．２ ６．１ ７．２ １．８ ９．０ －５．１ ３．９
東 北 ７．０ ７．３ ７．２ ８．６ ９．８ ７．９ ８．８ ０．４ ６．８
関 東 ２２．８ ２４．３ １８．８ １８．５ １６．５ ２９．６ ３．９ ６．４ １９．７
東 京 １１．９ １０．７ １６．７ １５．２ ７．７ １．２ ２３．１ ５６．８ １７．１
信 越 ３．５ ４．０ ３．９ ３．４ ５．８ ５．０ ４．２ １．６ ３．６
北 陸 ２．４ ２．６ ２．７ ２．５ ３．１ ４．６ １．１ １．８ ２．５
東 海 １１．１ １２．１ １３．０ ９．９ ９．５ １４．０ ７．６ １９．７ １２．１
近 畿 １７．４ １７．４ １６．１ １４．５ １６．１ １８．７ ２８．９ １４．８ １６．６
中 国 ５．９ ５．５ ５．９ ６．４ ７．３ ４．９ ５．９ ３．２ ５．８
四 国 ３．０ ２．７ ２．８ ３．５ ３．９ ３．７ ２．８ －０．１ ２．８
九 州 ９．３ ８．２ ９．０ １０．２ １１．７ ８．１ ４．８ １．３ ８．７
沖 縄 ０．７ ０．９ ０．６ １．４ １．３ ０．７ －０．１ －１．０ ０．６

全 国 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（注） データは６８SNAベース。太字は実質管内総支出＋σ以上、斜字は実質管内総支出－σ以下。σは民間在庫、公的在庫を除
いて計算。

（資料） 経済企画庁

名目管内総支出 産業別全国シェア（平成７～９年度平均） （単位：％）
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北海道 ９．８ ５．３ １．８ ６．０ ３．５ ４．１ ３．１ ３．８ ４．６ ４．２ ６．４ ４．１ ４．０
東 北 １６．４ １１．３ ５．４ ９．０ ９．４ ６．４ ５．０ ６．３ ６．２ ５．６ ８．９ ６．６ ６．６
関 東 １６．２ １２．４ ２３．７ １９．７ １８．７ １４．２ １５．５ ２４．６ １７．０ １７．７ １８．４ １８．２ １９．５
東 京 ０．６ １１．０ １２．２ １３．６ １３．１ ２２．７ ２９．８ １３．８ ２３．０ ２４．７ １１．８ １６．８ １７．６
信 越 ５．８ ９．８ ３．６ ５．１ ５．４ ２．７ ２．８ ３．４ ２．９ ３．０ ３．７ ３．８ ３．５
北 陸 ２．４ ２．１ ２．７ ２．６ ５．２ ２．３ ２．１ ２．１ １．８ ２．０ ２．７ ２．３ ２．４
東 海 １０．３ ９．７ １７．６ １１．１ １０．８ １０．８ ９．５ １０．９ １１．６ ９．７ １０．３ １０．０ １２．２
近 畿 ６．７ ７．０ １７．５ １４．１ １４．８ １７．３ １７．１ １９．８ １５．０ １６．１ １５．１ １８．３ １６．６
中 国 ６．０ ７．９ ６．４ ５．９ ６．３ ６．０ ４．８ ４．６ ５．６ ４．８ ６．７ ５．２ ５．７
四 国 ６．４ ４．０ ２．５ ３．０ ３．１ ２．６ ２．５ ２．４ ２．７ ２．４ ３．７ ２．８ ２．７
九 州 １８．４ １８．５ ６．４ ９．１ ８．８ １０．２ ７．１ ７．８ ８．８ ８．９ １０．８ １１．０ ８．６
沖 縄 １．０ １．１ ０．２ １．０ ０．８ ０．６ ０．５ ０．６ ０．７ ０．８ １．４ ０．９ ０．７

全 国 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（注） データは６８SNAベース。名目管内総支出は「輸入税－その他－帰属利子」を除いたもの。
太字は名目管内総支出＋σ以上。

（資料） 経済企画庁

管内工業統計出荷額全国シェア（平成８～１０年平均）
（単位：％）

食料品 飲 料 繊 維 衣 服 木 材 家 具 パ ル
プ・紙

出版・
印 刷 化 学 石 油 プラスチック ゴ ム 皮 革 窯業・土 石 鉄 鋼 非 鉄 金 属 一 般

機 械 電 機 輸 送 精 密 その他 合 計

北海道 ７．９ ３．６ ０．２ １．０ ７．４ ３．０ ６．３ ２．３ ０．６ ４．５ ０．９ ０．５ １．３ ３．３ １．７ ０．１ ２．１ ０．７ ０．６ ０．４ ０．２ ０．９ １．９

東 北 ８．４ １０．３ １．７ １０．６ １１．５ ５．１ ６．９ ３．２ ３．１ ２．８ ４．２ ６．０ ７．８ ７．６ ２．９ ４．９ ４．４ ３．２ １０．３ １．６ １０．１ ４．７ ５．７

関 東 ２４．８ ２３．１ ７．９ １１．５ １２．２ １９．８ １８．７ １２．８ ３３．３ ３６．８ ３０．２ ２２．８ １５．９ ２０．３ ２５．０ ３５．８ ２５．７ ２８．９ ３０．３ ２３．６ ２７．９ ２８．１ ２６．０

東 京 ４．１ ２．５ ０．９ ４．５ １．８ ４．４ ３．７ ４２．０ ４．０ ０．４ ３．３ ４．９ ３０．５ ２．３ １．８ １．７ ４．０ ４．１ ８．４ ３．６ １５．５ ７．７ ６．３

信 越 ４．７ ２．８ ３．５ ４．９ ３．７ ３．８ ２．９ ２．２ １．９ １．６ ２．８ ０．８ ２．３ ３．５ １．８ ２．５ ４．９ ４．５ ７．２ １．０ １１．３ ２．８ ３．８

北 陸 １．６ １．５ １６．３ ５．３ ４．９ ３．４ ２．９ １．６ ３．３ ０．９ ３．３ ０．５ ０．３ ２．９ １．３ ５．４ ５．７ ３．４ ２．５ ０．５ ２．７ ２．９ ２．６

東 海 １３．９ １３．６ ２９．３ １２．２ １８．１ ２３．１ ２２．１ ８．９ １４．８ ９．５ ２５．０ ２５．０ ４．７ ２１．９ １６．３ １８．１ １６．５ １９．８ １３．７ ４７．８ １１．８ ２０．０ ２０．８

近 畿 １４．４ １８．３ ２９．６ ２２．４ １３．８ １７．１ １６．５ １７．５ １９．５ １６．３ １９．５ １７．２ ３１．１ １６．０ ２３．６ １６．１ ２３．３ ２１．８ １４．９ ７．５ １４．５ ２４．０ １６．７

中 国 ５．６ ５．６ ４．８ １２．９ １０．３ ６．３ ５．４ ２．７ １０．９ １７．１ ５．０ ９．７ １．５ ６．８ １６．５ ５．６ ４．８ ６．５ ４．０ ８．０ １．９ ３．３ ６．９

四 国 ３．４ ４．４ ２．９ ６．４ ６．７ ４．６ １０．２ １．４ ３．３ ５．３ １．８ １．２ ３．０ ３．３ ０．７ ５．３ ２．２ ２．４ １．９ ０．９ ０．３ １．２ ２．６

九 州 １０．６ １３．４ ２．９ ８．１ ９．６ ９．２ ４．３ ５．１ ５．３ ３．２ ３．８ １１．４ １．３ １１．３ ８．４ ４．４ ６．１ ４．７ ６．１ ５．２ ３．８ ３．６ ６．４

沖 縄 ０．６ ０．７ ０．０ ０．１ ０．０ ０．２ ０．１ ０．４ ０．０ １．５ ０．１ × ０．０ ０．７ ０．１ × ０．２ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ × ０．２

全 国 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（注） 太字は合計＋σ以上。
（資料） 通商産業省

４６郵政研究所月報 ２００１．２
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